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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 当社は第11期より連結財務諸表を作成しておりますので、それ以前については記載しておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 第11期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額及び株価収益率については、当期純損失が計上されてい

るため記載しておりません。 

   ４  第12期の潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株 

     式が存在しないため記載しておりません。      

  

第一部 【企業情報】

回次 第８期 第９期 第10期 第11期 第12期

決算年月 平成15年６月 平成16年６月 平成17年６月 平成18年６月 平成19年６月

売上高 (千円) ― ― ― 9,455,683 10,562,527

経常利益又は経常損失(△) (千円) ― ― ― △765,921 627,397

当期純利益又は当期純損失(△) (千円) ― ― ― △1,458,857 595,120

純資産額 (千円) ― ― ― 1,662,996 2,742,056

総資産額 (千円) ― ― ― 4,508,387 4,154,568

１株当たり純資産額 (円) ― ― ― 35,356.61 49,339.85

１株当たり当期純利益金額又は 
１株当たり当期純損失金額(△)

(円) ― ― ― △31,016.11 12,187.25

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― ― 35.8 65.7

自己資本利益率 (％) ― ― ― △62.2 21.8

株価収益率 (倍) ― ― ― ― 5.5

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― ― △1,732,016 116,182

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― ― 82,392 296,716

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― ― 1,562,454 △ 597,600

現金及び現金同等物 
の期末残高

(千円) ― ― ― 1,317,992 1,133,291

従業員数 
[外、平均臨時 
雇用者数]

(名)
―

[―]
―

[―]
―

[―]
31 

[14]
37

 [14]



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 当社は第10期までは関連会社がありませんので、持分法を適用した場合の投資利益は記載しておりません。

３ 第８期及び第12期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株

式が存在しないため記載しておりません。 

４ 第９期及び第11期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株

式が存在しないこと及び当期純損失が計上されているため記載しておりません。 

５ 第10期の１株当たり配当額には10周年記念配当500円を含んでおります。 

６ 第11期より連結財務諸表を作成しているため、営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッ

シュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー、現金及び現金同等物の期末残高については記載してお

りません。 

  

回次 第８期 第９期 第10期 第11期 第12期

決算年月 平成15年６月 平成16年６月 平成17年６月 平成18年６月 平成19年６月

売上高 (千円) 17,339,800 12,481,177 12,822,324 9,417,848 10,453,752

経常利益又は 
経常損失(△)

(千円) 319,857 △1,557,989 143,582 △736,760 643,718

当期純利益又は 
当期純損失(△)

(千円) 173,137 △1,606,690 121,005 △1,434,344 635,941

持分法を適用した 
場合の投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 654,458 654,458 654,458 654,458 903,375

発行済株式総数 (株) 47,086.88 47,086.88 47,086.88 47,086.88 55,386.88

純資産額 (千円) 4,696,249 2,988,530 3,025,365 1,639,478 2,795,551

総資産額 (千円) 5,920,345 4,941,647 4,562,907 4,479,160 4,202,387

１株当たり純資産額 (円) 99,607.96 63,537.18 64,320.32 34,856.61 50,520.55

１株当たり配当額 
(内１株当たり 
中間配当額)

(円) 
(円)

1,000 
(―)

―
(―)

1,200
(―)

― 
(―)

2,000
(―)

１株当たり当期純利益金額
又は1株当たり当期純損失
金額(△)

(円) 3,446.24 △34,158.46 2,572.62 △30,494.95 13,023.21

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額

(円) ― ― 2,567.14 ― ―

自己資本比率 (％) 79.32 60.48 66.30 36.6 66.5

自己資本利益率 (％) 3.54 △41.81 4.02 △61.5 22.7

株価収益率 (倍) 50.20 ― 53.64 ― 5.1

配当性向 (％) 29.02 ― 46.65 ― 15.4

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △1,197,835 △800,644 554,126 ― ―

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △721,274 51,349 93,569 ― ―

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △537,587 552,077 △601,010 ― ―

現金及び現金同等物の 
期末残高

(千円) 1,537,371 1,322,485 1,366,803 ― ―

従業員数 
[外、平均臨時 
雇用者数]

(名)
30 

[22]
29

[23]
25

[22]
27 

[14]
30

[13]



２ 【沿革】 

 
  

平成７年７月 通信販売業「TVショッピング」における電子小売業を目的として株式会社プライムを設立

平成７年９月 番組型ホームショッピングの制作開始

平成７年12月 CS(通信衛星)放送局にて放送開始

平成８年８月 株式会社ツーウェイシステムへ電話受注業務を委託

平成８年10月 本社を名古屋市東区葵一丁目7番1号に移転

平成９年６月 当社のオリジナル商品「万能定規ピッチマン」の販売開始 

日本型インフォマーシャルの制作開始

平成10年５月 当社のオリジナル商品「マイティープロ」の販売開始

平成10年７月 ホールセール事業部を新設

平成10年８月 海外ロケにて米国型インフォマーシャル「ハイドロワックス」制作

平成10年12月 当社のオリジナル商品「ストレッチングボード」の販売開始

平成11年３月 当社のオリジナル商品「スチームクリーナー」の販売開始

平成11年６月 e-Business推進プロジェクトの発足

平成11年11月 当社のオリジナル商品「うれっこ」の販売開始

平成11年12月 本社を名古屋市東区代官町35番16号に移転

平成12年１月 第10回ニュービジネス大賞「優秀賞」受賞

平成12年２月 第49回東京インターナショナルギフトショー春2000に出展 

スチームクリーナーが「輸入品人気コンテスト準大賞」受賞

平成12年12月 ジャスダック市場に上場

平成13年10月 ミリオンセラー商品「アブトロニック」の販売開始

平成14年６月 東京都千代田区に東京事務所を開設

平成15年４月 「プライムショッピング」ブランドメイクプロジェクトをスタート

平成15年９月 「プライム物流センター（ＰＬＣ）」を開設

平成15年12月 名古屋本社内に「ハートタッチセンター（ＨＴＣ）」を開設

平成16年８月 ２４時間ショッピングチャンネルを、「スカイパーフェクＴＶ！１１０」で放送開始

平成16年９月 NTTドコモi-mode公式サイトをオープンし、携帯モバイル事業へ本格参入 

ＴＶショッピング業界として初めてプライバシーマークを取得

平成16年10月 当社のオリジナル商品「ＮＡＲＬスリムソニック」の販売開始

平成17年11月 東京都千代田区に子会社、プライムハーバープロダクツ㈱を設立

平成18年２月 東京都中央区に子会社、㈱パルマファイナンシャルサービシーズを設立

平成18年11月 当社のオリジナル商品「スレンダーシェイパー」の販売を開始

平成19年３月 株式会社ベスト電器と業務資本提携



３ 【事業の内容】 

当社グループは、当社、連結子会社であるプライムハーバープロダクツ㈱、㈱パルマファイナンシャル

サービシーズの３社で構成されており、物販事業及び金融事業を行っております。 

当社グループの事業における位置付け及び事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりでありま

す。 

  

物販事業 

当部門においては、ＴＶショッピングを中心とした通信販売事業及び卸売事業を行っております。 

（主な関係会社）当社及びプライムハーバープロダクツ㈱ 

金融事業 

当部門においては、トランクルーム業者向けの賃貸収納代行・入金管理業務及び滞納保証業務、パルマ

速払いというパート・アルバイト向けの仮払いシステム及び資金立替サービスを行っております。 

（主な関係会社）㈱パルマファイナンシャルサービシーズ 

  

事業の流れは、次のとおりであります。 

  

 

  



４ 【関係会社の状況】 

  

 
(注) １ 「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２ 有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。 

３ 特定子会社であります。 

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年６月30日現在 

 
(注)  １ 従業員数は就業人員であり、契約社員及び臨時従業員数は[ ]内に年間の平均人員数を外書で記載してお 

   ります。 

２ 金融事業における業容の拡大に伴い人員が増加しております。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年６月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は[ ]内に年間の平均人員数を外書で記載しております。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は良好であります。 

  

名称 住所
資本金 
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の所有
割合(％)

関係内容

(連結子会社)

プライムハーバー
プロダクツ㈱

東京都 
千代田区

30 物販事業 60.0

当社で販売する栄養補助食品及
び化粧品の企画開発をしており
ます。 
役員の兼任１名

㈱パルマファイナ
ンシャルサービシ
ーズ 
(注)３

東京都 
中央区

99 金融事業 53.1
当社より資金の貸付がありま
す。 
役員の兼任２名

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

物販事業 30[13]

金融事業 7[1]

合計 37[14]

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

30[13] 37.8 3.4 5,764,926



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、企業業績が堅調に推移し、設備投資の増加や雇用情勢の改善がみられるな

ど、個人消費が景気回復を安定させる形で息の長い成長を続けております。  

このような状況の中、当グループの 優先課題でありました黒字化への転換については、当初の目標を達成すること

ができました。物販事業においては、当連結会計年度より美容・健康関連商品を中心とした商品開発に転換すること

とし、その開発方針から生まれたオリジナル商品が売上高の増加をもたらし、商品コストの低減により利益面におい

ても大きく貢献いたしました。また、為替については、円安への進行に伴いクーポン・スワップ(包括的為替予約)契

約の時価評価による評価益が199百万円発生しております。  

金融事業では、事業ドメインを「パルマ速払い」「滞納保証事業」等の金融サービスへ集中させ、経営資源の有効活

用に努めてまいりましたが、消費者金融での経営方針の変更に伴い、既存顧客への追加融資を行わないことといたし

ました。これにより買取債権のプレミアム相当額57百万円の一括償却を行ったため特別損失が発生しております。  

以上の結果、当連結会計年度の売上高は10,562百万円(前年同期比11.7％増)、経常利益は627百万円(前年同期は経常

損失765百万円)、当期純利益は595百万円(前年同期は当期純損失1,458百万円)となりました。  

  

（物販事業） 

・メディア営業事業 

メディア営業事業は、美容・健康関連商品である「ＮＡＲＬボディデザイン」や「スレンダーシェイパー」が当連

結会計年度において、上期・下期それぞれで好調に推移いたしました。特に、インフォマーシャル＋(プラス)という

販売手法において、スレンダーシェイパーが物販全体で27万個以上を出荷しております。  

費用対効果では、ＴＶショッピングでのレスポンス管理を徹底した結果、 適プロモーションの実践により媒体効率

は良好に推移し、広告宣伝費は前連結会計年度に比べ4.9％改善いたしました。  

この結果、当事業の売上高は7,980百万円（前年同期比4.1％増）となりました。  

  

・ホールセール事業 

ホールセール事業は、自社媒体は勿論のこと、他社媒体の広告効果を小売流通まで波及させることを前提に販売活

動を行っております。特にチェーンストアとの取引拡大を目標に、メディア営業事業部との連動を強めた結果、小売

流通への売上高は1,107百万円で前連結会計年度比28.4％伸長いたしました。  

この結果、当事業の売上高は2,472百万円（前年同期比40.8％増）となりました。  

  



（金融事業） 

トランクルーム業者向けの賃料収納代行・入金管理業務及び滞納保証業務において、契約管理会社の管理物件数が

6,000室となりました。また、パルマ速払いというパート・アルバイト向けの仮払システム及び資金立替サービスを

開始し、既に9社と契約を交わしました。それらを含めた金融事業の営業収益は108百万円(前年同期比187.5％増)と

なりました。 

  

(注) 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動による資金が116百万円増

加し、投資活動における資金の増加は296百万円、財務活動による資金の減少597百万円等により、1,133百万円とな

りました。 

キャッシュ・フローの内訳は下記のとおりであります。 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー 

営業活動の結果、得られた資金は116百万円(前連結会計年度は1,732百万円の使用)となりまし

た。 

これは主に、税金等調整前当期純利益が561百万円、営業貸付金の回収額165百万円及び売上債権

の増加額352百万円、仕入債務の減少額352百万円によるものであります。 

  

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動の結果、得られた資金は296百万円(前連結会計年度は82百万円)となりました。 

これは主に、投資有価証券の売却による収入324百万円、定期預金の払戻による収入140百万円及

び投資有価証券の取得による支出208百万円によるものであります。 

  

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動の結果、支出した資金は597百万円(前連結会計年度は1,562百万円)となりました。 

これは主に、短期借入金の純減1,435百万円、長期借入金の純増340百万円及び株式の発行による

収入497百万円によるものであります。 

  

  

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 仕入実績 

当連結会計年度における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 「金融事業」については、事業の性質上、該当事項がないため記載しておりません。 

  

(2) 受注実績 

当連結会計年度における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 「金融事業」については、事業の性質上、該当事項がないため記載しておりません。 

  

(3) 販売実績 

当連結会計年度における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) 金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

区分 金額(千円) 前年同期比(％)

物販事業 4,471,246 +3.8

合計 4,471,246 +3.8

区分 受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％)

物販事業 4,727,307 △51.7 125,213 △69.4

合計 4,727,307 △51.7 125,213 △69.4

区分 金額(千円) 前年同期比(％)

物販事業 10,453,752 ＋10.9

金融事業 108,774 ＋187.5

合計 10,562,527 ＋11.7



３ 【対処すべき課題】 

当社の経営基盤は、収益性・成長性・安定性の各要素から成り立っております。そのためには品質管理体制の強

化を重視し、継続的なコストの低減を行い、お客様にとっての安心・安全そして満足を提供することと考えており

ます。  

翌連結会計年度の重点施策として以下の項目を実施してまいります。  

 

  （収益性） インフォマーシャル＋(プラス)の推進による販売の拡大  

  （成長性） 付加価値性の高いオリジナル商品の創造  

  （安定性） 継続販売商品の開発と定期購入者の獲得及びホールセール事業における店舗売場面積の拡大  

  （安全性） 品質管理体制の強化  

 

当社ビジネスの要になるものは、常に人であり人材であります。人の採用、教育(ＯＪＴ)には力を注ぎ、知識から

知恵を生かすことのできる人材を育てることを基本としています。  

また、平成19年３月に業務資本提携を行った株式会社ベスト電器との間で、今後人材交流を含む以下の取組によ

り、一層の経営基盤の強化を図ってまいります。  

① オリジナル商品の共同開発、商品の共同調達によるコスト削減  

② 両社の持つインフラの 大限の活用による共同販売促進面等の協力  

③ ベスト電器が持つアフターサービス網の共同利用  

  

４ 【事業等のリスク】 

当社の事業に関するリスクについて、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性があると考えられる事項を記

載しております。当社は、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避に向け努力しております。 

本項においては、将来に関する事項も含まれておりますが、有価証券報告書提出日現在において判断したもの

であります。 

(1) 特有の法的規制に係るもの 

当社は無店舗販売である通信販売業を営み、お客様に対して、商品の特性をわかり易く、より具体的に説明

し、訴求力を高めております。平成15年8月29日に厚生労働省が健康増進法の一部を改正する法律を施行し、ま

た、景品表示法も平成15年11月23日より改正されております。これらの法律は、食品全般の広告について著しく

事実と相違又は誤認させる表示をしてはならない、又は不実証広告を対象とした規制の拡大となっております。 

当社は、映像並びにカタログにおいて、表現・表示等には細心の注意を払っており、法規制のもと主観的・抽象

的内容を排除し、具体的根拠としてのバックデーターを充実することとしています。そのため映像制作やカタロ

グ制作に要する時間は必然的に長くなり、年間の新商品リリース点数が少なくなる場合があります。 



(2) 為替変動に係るもの 

当社の商品開発は、国内の商社やメーカー並びに海外の業者との直接交渉から成り立っております。しかし、

国内外間の取引を問わず、商品の製造の大半は海外生産であり、そのため為替の変動リスクが常につきまとって

おります。特に、直接輸入している商品についてはその影響が大きいため、当社では、仕入コストの標準化・リ

スクの軽減を目的としてクーポン・スワップ契約（デリバティブ取引）を交わし、時価評価しており、為替が極

端な円高へ進む場合は、業績に影響を及ぼす可能性があります。 

(3) 顧客情報に係るもの 

当社のビジネスにおいては、顧客情報（個人情報）の大切さ、重要性を十分理解しつつ、情報管理業務を遂行

しています。平成17年4月に個人情報保護法が完全施行されてからも、個人情報の紛失や漏洩が社会的な関心事に

なっています。そのなか当社は、平成16年9月にプライバシーマーク（平成10年4月1日より（財）日本情報処理開

発協会が通商産業省（現経済産業省）の個人情報保護ガイドラインに準拠して個人情報の取り扱いを適切に行っ

ている事業者を認定する制度）を取得いたしました。そして、役職員・パートタイマー並びにアウトソーサー等

への継続的な教育を徹底しております。しかしながら、顧客情報（個人情報）が流失した場合、会社の信頼、評

価が揺らぎかねないリスクを内包しております。 

(4) 訴訟等の発生に係るもの 

当社が取り扱う商品には知的所有権を有するものも少なくはなく、商品開発時点において精査するように心が

けております。特に、当社オリジナル商品（販売独占権等を有する商品）については、特許権・意匠権・商標権

及び実用新案権等の登録状況を調査又は専門家の意見を聴取することにしておりますが、販売活動中、訴訟にな

り得る可能性もあり、訴訟の結果如何によっては業績に影響を及ぼす可能性があります。 

(5) アウトソーシングに係るもの 

当社は経営資源である人材等を有効活用するため、インバウンド業務（受注）・物流業務等についてアウトソ

ーシングしております。多数の人員及び専門的知識、ノウハウを要する業務については、人員の確保・労務管

理・人材育成等にかかるコストを省き、かつ専門会社への委託により、質の高いサービスをお客様に提供するた

めに外部の経営資源を有効活用することとしております。しかし、今後においてアウトソーサーとの契約の解消

又は変更を余儀なくされた場合、受注効率の悪化及び顧客サービスの低下並びに事業コスト負担の増大等をもた

らし、一時的に当社の業績に影響を与える可能性があります。 

(6) 天災地変等に係るもの 

当社は放送という電波を利用したＴＶショッピングを主体事業としており、店舗となる放送は、地上波放送

局、ＢＳ・ＣＳ衛星放送局、ＣＡＴＶ局で全国展開しています。 

また、アウトソーサーとのネットワークを形成しておりますので、特定の地域において大規模な災害等が発生し

た場合は、業績に影響を及ぼす可能性があります。特に、東海地区においては、名古屋市に本社機能と名古屋市

郊外に物流機能を有しており、同地域で東海地震等の大規模災害が発生した場合、経営に大きな支障が出る可能

性があります。 

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

６ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  

７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(1)財政状態の分析 

(流動資産) 

流動資産は、3,608百万円となりました。構成している主なものとして、現金及び預金1,363百万円、受取手形及

び売掛金960百万円及び営業貸付金738百万円があります。営業貸付金につきましては、前連結会計年度より開始し

ております金融事業によるものであります。 

(固定資産) 

固定資産は、546百万円となりました。構成している主なものとして、ソフトウエア33百万円、投資有価証券427

百万円があります。 

(流動負債) 

流動負債は、1,300百万円となりました。構成している主なものとして、短期借入金438百万円、未払金579百万円

があります。 

(固定負債) 

固定負債は、111百万円となりました。構成している主なものとして、長期借入金24百万円、役員退職給与引当金

66百万円があります。 

(純資産の部) 

純資産の部は、2,742百万円となりました。構成している主なものとして、資本金903百万円、資本剰余金1,131百

万円があります。 

  



(2)経営成績の分析 

  

 当連結会計年度は、当社は、物販事業においては、当連結会計年度より美容・健康関連商品を中心とした商品開

 発に転換することとし、その開発方針から生まれたオリジナル商品が売上高の増加をもたらし、商品コストの低減

 により利益面においても大きく貢献いたしました。また、為替については、円安への進行に伴いクーポン・スワッ

 プ(包括的為替予約)契約の時価評価による評価益が199百万円発生しております。 

  金融事業では、事業ドメインを「パルマ速払い」「滞納保証事業」等の金融サービスへ集中させ、経営資源の有

 効活用に努めてまいりましたが、消費者金融での経営方針の変更に伴い、異存顧客への追加融資を行わないことと

 いたしました。これにより買取債権のプレミアム相当額57百万円の一括償却を行ったため特別損失が発生しており

 ます。 

 以上の結果、売上高10,562百万円、経常利益627百万円、当期純利益595百万円となりました。 

 なお、部門別の分析は、第２ 事業の状況 ２ 生産、受注及び販売の状況（2）受注実績及び（3）販売実績の

 項目をご参照ください。 

(売上原価及び売上総利益) 

 売上原価は、4,425百万円、売上総利益は、6,137百万円となりました。売上総利益率については58.1％となって

 おります。 

(販売費及び一般管理費) 

販売費及び一般管理費は、5,786百万円となり、売上高比54.8％となっております。 

(経常利益) 

経常利益は、627百万円となりました。 

(当期純利益) 

当期純利益は、595百万円となりました。 

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度における設備投資額は、物販事業においては39百万円であり、その主なものは基幹シス

テム(プロブレス)の改修費15百万円であります。また、金融事業においては24百万円であります。 

なお、当連結会計年度において重要な影響を及ぼす設備の売却、撤去等はありません。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

  

 
  

(2) 国内子会社 

  

 
(注) １ 従業員数欄の[ ]内は臨時雇用者数であり、外書で表示しております。 

２ 上記の他、建物1,259.66㎡を賃借しており、年間賃借料は46,191千円であります。 

３ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

下記のとおり設備投資を計画しております。 

(提出会社) 

  

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 重要な設備の除却等の計画はありません。 

  

事業所名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメントの 

名称
設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(名)

建物 工具器具備品 車両運搬具 ソフトウエア 合計

本社 
(名古屋市東区)

物販事業
販売、管理 
業務設備

1,902 16,440 6,902 15,762 41,006 30[12]

会社名
事業所名

事業の種 
類別セグ 
メントの 
名称

設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(名)(所在地)

建物 工具器具備品 ソフトウエア 合計

㈱パルマファイ
ナンシャルサー
ビシーズ

本社      
(東京都中央区)

金融事
業

金融管理業
務設備

6,478 11,054 17,314 34,847 7

事業部門
事業の種類別 
セグメントの 

名称
設備の内容

投資予定金額
(千円) 設備等の主な

内容・目的
資金調達方法

着手及び完了予定

総額 既支払額 着手 完了

管理部門 物販事業 基幹システム 100,000 ―
サーバーリプレ

ース
自己資金

平成19年 
  8月

平成20年
  3月

管理部門 物販事業 本社移転設備 30,000 ― 本社移転 自己資金
平成19年 
  7月

平成19年
  10月



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

① 新株予約権 

株主総会の特別決議日(平成15年９月26日) 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 184,000

計 184,000

種類
事業年度末

現在発行数(株) 
(平成19年６月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年９月 日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 55,386.88 55,386.88
ジャスダック証券
取引所

     ―

計 55,386.88 55,386.88 ― ―

事業年度末現在
(平成19年６月30日)

提出日の前月末現在 
(平成19年８月31日)

新株予約権の数(個) 206 206

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 206 (注) １ 206

新株予約権の行使時の払込金額(円) 99,395 (注) ２ 99,395 (注) ２

新株予約権の行使期間
平成17年10月１日～
平成19年９月30日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格  99,395
資本組入額  49,698

同左

新株予約権の行使の条件 (注) ３ (注) ３

新株予約権の譲渡に関する事項
 譲渡については、当社取締役
会の承認を要するものとする。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

― ―



(注) １ 会社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により調整される。なお、かかる調整は本新株予約権の

うち、当該時点で権利行使又は消却されていない新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整

の結果0.01未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。 

  調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

２ 会社が時価を下回る価額での新株の発行又は自己株式の処分を行う場合(本新株予約権及び平成14年４月１

日改正前商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権の行使による場合を除く。)は、次の算式により調整さ

れる(１円未満の端数切上げ)。 

 
  また、株式の分割又は併合が行われる場合、行使価額は分割又は併合の比率に応じ比例的に調整されるもの

とし、調整の結果１円未満の端数は切り上げる。 

３ 行使条件は次のとおりであります。 

  当社の取締役あるいは従業員として新株予約権の割当を受けた者は、新株予約権行使時において当社の取締

役又は従業員の地位にあることを要する。当社の取引先及び取引先の役職員として新株予約権の割当を受け

た者は、新株予約権行使時において当社と取引関係があること、あるいは当該会社の役職員の地位にあるこ

とを要する。但し、下記において、当社の取締役会が特に認めて新株予約権者に書面にて通知したときは権

利行使できるものとする。 

  (1) 新株予約権者が当社の子会社又は関連会社に転籍した場合。 

  (2) 取締役を退任した場合。 

  (3) 行使期間到来後に従業員が退職した場合。 

  

② 新株予約権 

株主総会の特別決議日(平成16年12月10日) 

  

調整後 
行使価額

＝
調整前 
行使価額

×

既発行
株式数

＋

新規発行又は
処分株式数

×
１株当たり払込金 
額又は譲渡金額

１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行又は処分株式数

事業年度末現在
(平成19年６月30日)

提出日の前月末現在 
(平成19年８月31日)

新株予約権の数(個) 208 208

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株)  208 (注) １ 208

新株予約権の行使時の払込金額(円) 105,060 (注) ２ 105,060 (注) ２

新株予約権の行使期間
平成18年12月12日～
平成20年12月11日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格  105,060
資本組入額  52,530

同左

新株予約権の行使の条件 (注) ３ (注) ３

新株予約権の譲渡に関する事項
 譲渡については、当社取締役
会の承認を要するものとする。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

― ―



(注) １ 会社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により調整される。なお、かかる調整は本新株予約権の

うち、当該時点で権利行使又は消却されていない新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整

の結果0.01未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。 

  調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

２ 会社が時価を下回る価額での新株の発行又は自己株式の処分を行う場合(本新株予約権及び平成14年４月１

日改正前商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権の行使による場合を除く。)は、次の算式により調整さ

れる(１円未満の端数切上げ)。 

 
  また、株式の分割又は併合が行われる場合、行使価額は分割又は併合の比率に応じ比例的に調整されるもの

とし、調整の結果１円未満の端数は切り上げる。 

３ 行使条件は次のとおりであります。 

  当社の取締役あるいは従業員として新株予約権の割当を受けた者は、新株予約権行使時において当社の取締

役又は従業員の地位にあることを要する。当社の取引先及び取引先の役職員として新株予約権の割当を受け

た者は、新株予約権行使時において当社と取引関係があること、あるいは当該会社の役職員の地位にあるこ

とを要する。但し、下記において、当社の取締役会が特に認めて新株予約権者に書面にて通知したときは権

利行使できるものとする。 

  (1) 新株予約権者が当社の子会社又は関連会社に転籍した場合。 

  (2) 取締役を退任した場合。 

  (3) 行使期間到来後に従業員が退職した場合。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注)1 平成14年５月22日開催の取締役会決議に基づき、平成14年８月20日付をもって普通株式１株を２株に分割い  

たしました。これにより発行済株式総数が23,543.44株増加しております。 

    2 有償第三者割当 割当先 ㈱ベスト電器8,300株 発行価格59,980円 資本組入額29,990円 

(5) 【所有者別状況】 

平成19年６月30日現在 

 
 (注)1 上記「個人その他」には、自己名義株式が1人及び51株含まれています。 

     2 上記「端株の状況」には、自己名義株式が0.94株含まれています。 

  

調整後 
行使価額

＝
調整前 
行使価額

×

既発行
株式数

＋

新規発行又は
処分株式数

×
１株当たり払込金 
額又は譲渡金額

１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行又は処分株式数

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

 平成14年８月20日 
 (注)1

23,543.44 47,086.88 ― 654,458 ― 882,854

平成19年４月12日 
(注)2

8,300 55,386.88 248,917 903,375 248,917 1,131,771

区分

株式の状況

端株の状況
(株)政府及び 

地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

― 4 12 34 7 ― 5,301 5,358 ―

所有株式数 
(株)

― 899 819 9,506 159 ― 44,000 55,383 3.88

所有株式数 
の割合(％)

― 1.63 1.48 17.16 0.29 ― 79.44 100.00 ―



(6) 【大株主の状況】 

平成19年６月30日現在 

 
(注) 前事業年度現在主要株主でなかった株式会社ベスト電器は、当事業年度末では主要株主となっております。 

  

  

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)
発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

田 端 一 宏 愛知県名古屋市千種区 20,087.98 36.27

株式会社ベスト電器 (注)1 福岡県福岡市博多区千代6丁目2-33 8,300 14.99

水 島 真 理 愛知県春日井市 1,377 2.49

矢 沢 徳 仁 東京都文京区 797 1.44

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町1-2-10 783 1.41

株式会社サンリオ 東京都品川区大崎１丁目６-１ 732 1.32

長谷川 清 高 愛知県西加茂郡三好町 536 0.97

岡 山 克 彦 栃木県宇都宮市 471 0.85

加 藤 和 明 東京都文京区 426 0.77

田 端 大 亮 愛知県名古屋市千種区 384 0.69

計 ― 33,893.98 61.19



(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年６月30日現在 

 
(注) 「端株」欄の普通株式には、当社所有の自己株式0.94株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年６月30日現在 

 
  

(8) 【ストックオプション制度の内容】 

当社は、新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。 

  

 

 
  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 51

― ―

完全議決権株式(その他)  
普通株式 55,332 55,332 ―

端株  
普通株式 3.88 ― ―

発行済株式総数 55,386.88 ― ―

総株主の議決権 ― 55,332 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社プライム

名古屋市東区代官町35番16
号

51 ― 51 0.09

計 ― 51 ― 51 0.09



① 新株予約権方式によるストックオプション制度 

当該制度は旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、新株予約権方式により、取締役、

従業員及び取引先の役職員に対して付与することを平成15年９月26日開催の定時株主総会において決

議されたものであります。 

当該制度の内容は、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 新株予約権発行日後、時価を下回る価額で新株の発行又は自己株式の処分を行う場合(新株予約権及び平成

14年４月１日改正前商法第280条ノ19の規定に基づく新株予約権の行使による場合を除く。)は,次の算式に

より行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 
  また、株式の分割または併合が行われる場合、行使価額は分割または併合の比率に応じ比例的に調整される

ものとし、調整の結果１円未満の端数は切り上げる。上記のほか、新株予約権発行日後に、当社が他社と合

併または会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要とするやむをえない事由が生じたときは、必要かつ

合理的な範囲で行使価額を調整するものとする。 

２ 当社の取締役あるいは従業員として新株予約権の割当を受けた者は、新株予約権行使時において当社の取締

役及び従業員の地位にあることを要する。当社の取引先及び取引先の役職員として新株予約権の割当を受け

た者は、新株予約権行使時において当社と取引関係があること、あるいは当該会社の役職員の地位にあるこ

とを要する。その他の条件は、平成15年９月26日開催の第８回定時株主総会決議及び取締役会決議に基づき

当社と対象者との間で締結する新株予約権割当契約の定めるところによる。 

  

決議年月日 平成15年９月26日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役   ４名
当社従業員   30名 
取引先の役職員 ８名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡については、当社取締役会の承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項  －

組織再編行為に伴う新株予約権の交付
に関する事項

調整後 
行使価額

＝
調整前 
行使価額

×

既発行
株式数

＋

新規発行又は
処分株式数

×
１株当り払込金額 
又は譲渡価額

１株当りの時価

既発行株式数＋新規発行又は処分株式数



② 新株予約権方式によるストックオプション制度 

当該制度は旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、新株予約権方式により、取締役、

従業員及び取引先の役職員に対して付与することを平成16年12月10日開催の臨時株主総会において決

議されたものであります。 

当該制度の内容は、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 新株予約権発行日後、時価を下回る価額で新株の発行又は自己株式の処分を行う場合(新株予約権及び平成

14年４月１日改正前商法第280条ノ19の規定に基づく新株予約権の行使による場合を除く。)は,次の算式に

より行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 
  また、株式の分割または併合が行われる場合、行使価額は分割または併合の比率に応じ比例的に調整される

ものとし、調整の結果１円未満の端数は切り上げる。上記のほか、新株予約権発行日後に、当社が他社と合

併または会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要とするやむをえない事由が生じたときは、必要かつ

合理的な範囲で行使価額を調整するものとする。 

２ 当社の取締役あるいは従業員として新株予約権の割当を受けた者は、新株予約権行使時において当社の取締

役及び従業員の地位にあることを要する。当社の取引先及び取引先の役職員として新株予約権の割当を受け

た者は、新株予約権行使時において当社と取引関係があること、あるいは当該会社の役職員の地位にあるこ

とを要する。その他の条件は、平成16年12月10日開催の臨時株主総会決議及び取締役会決議に基づき当社と

対象者との間で締結する新株予約権割当契約の定めるところによる。 

  

決議年月日 平成16年12月10日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役   ４名
当社従業員   10名 
取引先の役職員 ３名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡については、当社取締役会の承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項  －

組織再編行為に伴う新株予約権の交付
に関する事項

調整後 
行使価額

＝
調整前 
行使価額

×

既発行
株式数

＋

新規発行又は
処分株式数

×
１株当り払込金額 
又は譲渡価額

１株当りの時価

既発行株式数＋新規発行又は処分株式数



２ 【自己株式の取得等の状況】 
  

   
  【株式の種類等】 

    該当事項はありません。 

  

(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

       該当事項はありません。 

  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

該当事項はありません。 

 
(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

 
(注) 「保有自己株式数」の欄には、端株の買取による自己株式が含まれております。なお、当該株式には、平成19

年７月１日からこの有価証券報告書提出日までの端株の買取りによる株式数は含まれておりません。 

  

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額 
(円)

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他(  ―  ) ― ― ― ―

保有自己株式数 51.94 ― 51.94 ―



３ 【配当政策】 

当社は、当社を取り巻く利害関係者と良好な関係を構築又は維持し、社会に貢献しながら発展していき

たいと考えております。とりわけ株主の皆様には、経営成績に応じた成果の配分を行うことを基本に、配

当性向30％を目処としながらも、継続的な配当が行えるようなバランスを勘案して利益配分を決定してま

いります。 

当社の剰余金の配当は中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としております。配当の決定機関

は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。 

 当事業年度の剰余金の配当につきましては、1株当たり2,000円の復配とし、次期につきましても当期の

配当と同額以上を目指してまいります。 

内部留保につきましては、経営体質の強化と競合他社との競争力を高めるため、将来の事業展開に向け

て有効に活用していく方針であります。 

 

(注)基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。 

 
  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、平成16年12月12日までは日本証券業協会におけるものであり、平成16年12月13日以降はジ

ャスダック証券取引所におけるものであります。なお、日本証券業協会は平成16年12月13日付でジャスダック

証券取引所に移行しております。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

決議年月日
配当金の総額
(百万円)

1株当たり配当額 
(円)

平成19年9月26日 
定時株主総会決議

                             110                           2,000

回次 第８期 第９期 第10期 第11期 第12期

決算年月 平成15年６月 平成16年６月 平成17年６月 平成18年６月 平成19年６月

最高(円) 385,000 264,000 164,000 170,000 88,300

最低(円) 130,000 92,100 98,900 37,850 34,100

月別
平成19年 
１月

２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高(円) 62,800 88,300 73,400 64,000 66,400 77,500

最低(円) 35,700 54,500 56,500 53,900 53,200 53,900



５ 【役員の状況】 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

代表取締役 
社長

田 端 一 宏 昭和30年12月12日生

平成６年５月 日本ダイレクトマーケティング株式

会社設立 代表取締役

(注)3 20,087.98

平成７年７月 当社設立 代表取締役社長就任(現

任)

平成18年２月 株式会社パルマファイナンシャルサ

ービシーズ 代表取締役社長就任(現

任)

平成18年９月 プライムハーバープロダクツ株式会

社 代表取締役社長就任(現任)

取締役
ホールセール 

事業部長
松 田   健 昭和30年10月27日生

平成７年８月 株式会社ケンズ 取締役

(注)3 135

平成９年２月 当社入社営業部長

平成10年８月 取締役営業部長就任

平成11年７月 取締役ホールセール事業部長就任(現

任)

取締役
メディア営業

事業部長
岡 田 雅 彦 昭和35年９月27日生

昭和56年４月 パイオニア㈱入社

(注)4 4
平成14年４月 当社入社

平成17年８月 当社メディア営業事業部次長

平成18年７月 当社メディア営業事業部長(現任)

取締役 管理部長 小 川   進 昭和34年11月14日生

昭和58年10月 昭和監査法人(現新日本監査法人)入

社

(注)4 －平成８年８月 ジャフココンサルティング㈱入社

平成13年１月 三優監査法人入社

平成19年８月 当社入社

平成19年９月 当社管理部長就任(現任)

取締役 小 長 光   泰 昭和28年８月９日生

昭和52年４月 ㈱ベスト電器入社

(注)4 －

平成16年５月 同社執行役員

平成18年３月 同社執行役員商品統括部部長代理兼商

品

部長兼商品課担当

平成18年５月 同社取締役就任(現任)

商品統括部部長代理兼商品部長兼商品

課

担当

平成18年９月 同社商品統括部長兼商品部長

平成19年３月 同社マーケティング企画統括部長兼商

品

部長(現任)

    〔他の法人等の代表状況〕

 ㈱ベストブロードバンド代表取締役社長

監査役

常勤
中 嶋   孝 昭和12年８月４日生

平成６年２月 大和証券投資信託委託株式会社名古

屋支店長

(注)5 8平成９年10月 ユニバーサル証券株式会社(現三菱

UFJ証券株式会社)非常勤顧問

平成14年９月 当社監査役就任(現任)

監査役 間 瀬 富治郎 昭和９年７月７日生

平成３年６月 株式会社大広名古屋支社次長兼管理

局長就任
(注)6 143

平成８年10月 当社入社顧問

平成11年９月 監査役就任(現任)

監査役 村 瀬   悟 昭和25年３月19日生

昭和62年10月 名古屋第一監査法人(現あずさ監査法

人)入社

(注)6 －平成６年12月 村瀬悟会計事務所開設(現任)

平成12年９月 当社監査役就任(現任)

平成13年５月 服部香料株式会社監査役就任(現任)



 
(注) １ 監査役中嶋孝、監査役村瀬悟は「会社法第２条第16号及び第335条第３項」に定める社外監査役でありま

す。 

２ 監査役村瀬悟は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであ

ります。 

    ３  平成18年9月27日開催の定時株主総会の終結の時から2年以内に終了する事業年度のうち最終のも

     のに関する定時株主総会の終結の時までであります。 

  ４ 平成19年9月26日開催の定時株主総会の終結の時から2年以内に終了する事業年度のうち最終のも

     のに関する定時株主総会の終結のときまでであります。 

  ５ 平成16年12月10日開催の臨時株主総会の終結の時から4年以内に終了する事業年度のうち最終の 

     ものに関する定時株主総会の終結のときまでであります。 

  ６ 平成19年9月26日開催の定時株主総会の終結のときから2年以内に終了する事業年度のうち最終の

     ものに関する定時株主総会の終結のときまでであります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

監査役 浜 田   孝 昭和24年７月17日生

昭和44年９月 九州機材倉庫㈱入社

(注)6 －

平成元年３月 (株)ベスト電器人事部長

平成12年５月 同社取締役就任

平成15年５月 同社北海道地区担当部長

平成16年１月 同社常務取締役就任（現任)

社長室長兼経営企画本部長

平成16年５月 同社経営企画本部長

平成16年９月 同社営業本部長

平成18年３月 同社経営企画本部長

平成18年９月 同社経営企画本部長兼関連事業部長

平成18年12月 同社経営企画本部長兼社長室長兼監査

室・コンプライアンス担当

平成19年３月 同社経営企画本部長兼監査室・コン

プラ

イアンス担当(現任)

平成19年９月 同社経営企画本部長兼社長室長兼

監査室・コンプライアンス担当

計 20,377.98



６ 【コーポレートガバナンスの状況】 

(1)コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

当社は、継続的かつ長期的な企業価値の向上を経営の最重要課題と位置づけ、その実現のためには経営

の健全性・効率性及び透明性を高めることが第一義であると考えております。 

健全性については、当社は監査役制度を採用しており、社外監査役2名を含む監査役3名が毎月開催され

る取締役会に出席し、取締役の業務執行の監視を行うとともに、必要に応じて会計監査人、弁護士などに

アドバイスを求めるなど、法律面・企業倫理面での健全性の確保を図っております。また、当社は小規模

の組織運営を信条として、各部署における業務運用手順と職務権限を明確にした各種規程に基づく業務運

営により業務執行の適正を確保し、不正誤謬が発生しないような内部牽制体制を構築しております。 

効率性については、取締役4名体制でFAST＆FLEXIBLEをモットーにスピードある意思決定を行っており

ます。 

透明性については、株主及び投資家に対し、正確かつ公正な企業情報を適時開示しております。今後も

ガバナンスに関する基本的な考え方は変わりありません。 

  

(2)役員報酬の内容 

 
(3)監査報酬 

 
(4)社外取締役及び社外監査役との関係 

当社におきましては、社外取締役の就任はありません。 

また、社外監査役と当社との人的関係、取引関係はありません。 

(5)会計監査の状況 

ａ．業務を遂行した公認会計士の氏名、所属する監査法人名及び継続監査年数 

藤井幸雄 （フロンティア監査法人）（監査年数1年） 

橋口貢一 （フロンティア監査法人） 

ｂ．監査業務に係る補助者の構成 

公認会計士  ２名 

その他    ５名 

    (注)１．当社の会計監査人でありましたみすず監査法人は、平成19年３月29日付で退任いたしました。

      当社監査役会は、平成19年３月30日付けをもってフロンティア監査法人を一時会計監査人に選

      任することといたしました。なお、平成19年９月26日開催の第12回定時株主総会にてフロンテ

      ィア監査法人が会計監査人として選任されました。 

    ２．退任した会計監査人の名称及び所在地 

      名 称：みすず監査法人 

      所在地：東京都千代田区霞ヶ関三丁目2番5号 

    ３．就任した会計監査人の名称及び所在地 

      名 称：フロンティア監査法人 

      所在地：東京都品川区西五反田一丁目26番2号 

  (6)自己株式の取得 

取締役4名に支払った報酬 56,152千円

監査役3名に支払った報酬 11,400千円（うち社外監査役 2名  9,000千円）

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 12,891千円

上記以外の業務に基づく報酬はありません。



   当社は、自己の株式の取得について、経済情勢の変化に対応して財務政策等の経営諸施策を機動的に 

     遂行することを可能とするため、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役会決議によって市場 

     取引等により自己の株式を取得することができる旨を定款で定めております。 

  (7)取締役及び監査役の定数 

   当社の取締役は10名以内、監査役は４名以内とする旨を定款で定めております。 

 (8)剰余金の配当 

   当社は、機動的な配当政策を行う為、毎年12月31日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主又は 

   登録株式質権者に対し、取締役会の決議により会社法454条第５項に定める剰余金の配当をすることが

   できる旨を定款で定めております。 

 (9)決議の方法 

   当社は、株主総会を円滑に運営する為、会社法第309条第２項に定める決議は、議決権を行使すること

   ができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行 

     うとする旨を定款で定めております。 

  (10)取締役及び監査役の選任 

   当社は、取締役及び監査役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以

   上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款で定めております。 

  (11)取締役及び監査役の責任免除 

   当社は、取締役及び監査役がその職務に当たり、期待される役割を十分に発揮することができるよう

   にするとともに、取締役及び監査役として優秀な人材の招聘を容易にするため取締役及び監査役の会 

     社法第423条第１項の責任につき、その取締役及び監査役が職務を行うにつき善意にしてかつ重大なる

     過失がない場合は、取締役会又は監査役会の決議により、法令の定める限度において、その責任を免 

     除することができる旨を第12回定時株主総会に決議いたしております。 

 (12)社外取締役及び社外監査役との責任限定契約 

   当社は、社外取締役及び社外監査役がその職務に当たり、期待される役割を十分に発揮することがで

   きるようにするとともに、社外取締役及び社外監査役として優秀な人材の招聘を容易にするため社外 

取締役及び社外監査役との間で、当該社外取締役及び社外監査役の会社法第423条第１項の責任につ

き、当該社外取締役及び社外監査役が職務を行うにつき善意にしてかつ重大なる過失がないときは、

法令の定める限度まで、その責任を限定する契約を締結することができる旨を第12回定時株主総会に

て決議いたしております。 



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、前連結会計年度(平成17年７月１日から平成18年６月30日まで)は、改正前の連結財務諸表規則

に基づき、当連結会計年度(平成18年７月１日から平成19年６月30日まで)は、改正後の連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、第11期事業年度(平成17年７月１日から平成18年６月30日まで)は、改正前の財務諸表等規則に

基づき、第12期事業年度(平成18年７月１日から平成19年６月30日まで)は、改正後の財務諸表等規則に

基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の2の規定に基づき、前連結会計年度(平成17年7月1日から平成18年6月30日

まで)の連結財務諸表及び前事業年度(平成17年7月1日から平成18年6月30日まで)の財務諸表についてはみ

すず監査法人により監査を受け、また、当連結会計年度(平成18年7月1日から平成19年6月30日まで)の連

結財務諸表及び当事業年度(平成18年7月1日から平成19年6月30日まで)の財務諸表についてはフロンティ

ア監査法人により監査を受けております。 

 なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。 

 前連結会計年度及び前事業年度  みすず監査法人 

 当連結会計年度及び当事業年度  フロンティア監査法人 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

前連結会計年度
(平成18年６月30日)

当連結会計年度 
(平成19年６月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 1,687,992 1,363,291

 ２ 受取手形及び売掛金 ※3 607,961 960,404

 ３ 営業貸付金 961,007 738,209

 ４ たな卸資産 352,830 417,812

 ５ 通貨スワップ資産 ― 52,264

 ６ その他 177,361 84,367

 ７ 貸倒引当金 △ 1,253 △ 8,229

   流動資産合計 3,785,900 84.0 3,608,120 86.9

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 79,035 9,244

    減価償却累計額 28,140 50,894 864 8,380

  (2) 車両運搬具 21,548 15,771

    減価償却累計額 12,393 9,155 8,869 6,902

  (3) 工具器具備品 1,340,584 31,999

    減価償却累計額 1,334,999 5,585 4,504 27,495

  (4) 土地 24,056 ―

   有形固定資産合計 89,692 2.0 42,777 1.0

 ２ 無形固定資産

  (1) ソフトウェア 7,760 33,077

  (2) 電話加入権 305 305

  (3) その他 ― 131

   無形固定資産合計 8,065 0.2 33,513 0.8

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 553,879 427,901

  (2) 破産債権、更生債権そ 
   の他これらに準ずる債権

1,388 1,388

  (3) 差入保証金  69,494 40,058

  (4) その他 659 1,502

  (5) 貸倒引当金 △ 694 △ 695

   投資その他の資産合計 624,727 13.8 470,156 11.3

   固定資産合計 722,486 16.0 546,447 13.1

   資産合計 4,508,387 100.0 4,154,568 100.0



 
  

前連結会計年度
(平成18年６月30日)

当連結会計年度 
(平成19年６月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 489,058 136,554

 ２ 短期借入金 1,500,000 438,400

 ３ 一年内返済予定 
   長期借入金

33,360 33,360

 ４ 未払金 483,791 579,691

 ５ 通貨スワップ負債 147,036 －

 ６ 未払法人税等 2,596 8,282

 ７ 未払消費税等 － 34,057

 ８ 賞与引当金 4,150 6,750

 ９ 役員賞与引当金 － 30,000

 １０ 本社移転損失引当金 － 8,000

 １１ その他流動負債 26,057 25,878

   流動負債合計 2,686,050 59.6 1,300,973 31.3

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 58,300 24,940

 ２ 繰延税金負債 － 991

 ３ 退職給付引当金 15,470 18,371

 ４ 役員退職給与引当金 85,570 66,760

 ５ その他固定負債 － 474

   固定負債合計 159,340 3.5 111,538 2.7

   負債合計 2,845,391 63.1 1,412,511 34.0

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 654,458 14.5 903,375 21.7

 ２ 資本剰余金 882,854 19.6 1,131,771 27.2

 ３ 利益剰余金 114,823 2.5 709,943 17.1

 ４ 自己株式 △16,360 △0.3 △ 16,360 △0.4

   株主資本合計 1,635,775 36.3 2,728,729 65.6

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券評価 
   差額金

△20,809 1,487

   評価・換算差額等合計 △20,809 △0.5 1,487 0.1

Ⅲ 少数株主持分 48,030 1.1 11,839 0.3

   純資産合計 1,662,996 36.9 2,742,056 66.0

   負債及び純資産合計 4,508,387 100.0 4,154,568 100.0



② 【連結損益計算書】 

  
前連結会計年度

(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 9,455,683 100.0 10,562,527 100.0

Ⅱ 売上原価 4,400,218 46.5 4,425,261 41.9

   売上総利益 5,055,464 53.5 6,137,266 58.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 広告宣伝費 3,466,059 3,294,646

 ２ 物流費 750,362 651,807

 ３ 販売手数料 636,309 439,028

 ４ その他 1,191,611 6,044,342 64.0 1,400,930 5,786,413 54.8

 営業利益又は営業損失(△) △988,877 △10.5 350,853 3.3

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 13,077 2,670

 ２ 受取配当金 2,694 481

 ３ 有価証券売却益 35,138 24,095

 ４ 通貨スワップ評価益 139,019 199,300

 ５ 為替差益 38,358 100,057

 ６ その他 28,145 256,434 2.7 22,718 349,323 3.3

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 4,108 10,833

 ２ 有価証券売却損 23,283 46,565

 ３ 有価証券評価損 － 10,968

 ４ 支払家賃 3,690 851

 ５ その他 2,396 33,478 0.3 3,560 72,779 0.7

 経常利益又は経常損失(△) △765,921 △8.1 627,397 5.9

Ⅵ 特別利益

 １ 保険解約益 69,916 ―

 ２ 固定資産売却益 ※3 ― 2,123

 ３ 貸倒引当金戻入益 14,530 84,446 0.9 ― 2,123 0.0

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産処分損 ※1 13,959 2,619

 ２ 本社移転損失引当金繰入 ― 8,000

 ３ 債権償却損 ― 57,602

 ４ 減損損失 ※2 766,170 780,130 8.3 ― 68,221 0.6

 税金等調整前当期純利益又は 
 税金等調整前当期純損失(△)

△1,461,605 △15.5 561,299 5.3

 法人税、住民税 
 及び事業税

2,140 2,140 0.0 2,370 2,370 0.0

少数株主損失(△) △ 4,889 △0.1 △36,191 △0.3

当期純利益又は当期純損失(△) △1,458,857 △15.4 595,120 5.6



③ 【連結株主資本等変動計算書】 

前連結会計年度(自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成17年６月30日残高(千円) 654,458 882,854 1,630,123 △16,215 3,151,220

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当 △56,443 △56,443

 当期純損失 △1,458,857 △1,458,857

 自己株式の取得 △145 △145

連結会計年度中の変動額合計 
(千円)

△1,515,300 △145 △1,515,445

平成18年６月30日残高(千円) 654,458 882,854 114,823 △16,360 1,635,775

評価・換算差額等
少数株主
持分

純資産合計
その他有価証券 

評価差額金

平成17年６月30日残高(千円) △125,854 3,025,365

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当 △56,443

 当期純損失 △1,458,857

 自己株式の取得 △145

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

105,045 48,030 153,075

連結会計年度中の変動額合計 
(千円)

105,045 48,030 △1,362,370

平成18年６月30日残高(千円) △20,809 48,030 1,662,996



当連結会計年度(自 平成18年７月１日 至 平成19年６月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年６月30日残高(千円) 654,458 882,854 114,823 △16,360 1,635,775

連結会計年度中の変動額

 新株の発行 248,917 248,917 497,834

 当期純利益 595,120 595,120

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 
(千円)

248,917 248,917 595,120 1,092,954

平成19年６月30日残高(千円) 903,375 1,131,771 709,943 △16,360 2,728,729

評価・換算差額等
少数株主
持分

純資産合計
その他有価証券 

評価差額金

平成18年６月30日残高(千円) △20,809 48,030 1,662,996

連結会計年度中の変動額

  新株の発行 497,834

 当期純利益 595,120

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

22,297 △ 36,191 △13,893

連結会計年度中の変動額合計 
(千円)

22,297 △ 36,191 1,079,061

平成19年６月30日残高(千円) 1,487 11,839 2,742,056



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前連結会計年度

(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー
 １ 税金等調整前当期純利益又は
   税金等調整前当期純損失(△)

△1,461,605 561,299

 ２ 減価償却費 5,954 11,873
 ３ 減損損失 766,170 －
 ４ 連結調整勘定償却額 18,742 －
 ５ 貸倒引当金の増減額（減少△） △13,276 6,976
 ６ 賞与引当金の増減額（減少△） △100 2,600
 ７ 退職給付引当金の増加額 1,639 2,900
 ８ 役員退職給与引当金の増減額（減少△） 2,470 △ 18,810
 ９ 役員賞与引当金の増加額 － 30,000
 10 本社移転損失引当金の増加額 － 8,000
 11 受取利息及び受取配当金 △15,772 △ 3,151
 12 支払利息 9,796 10,833
 13 為替差額 △38,358 －
 14 債権償却損 － 57,602
 15 通貨スワップ評価益 △139,019 △ 199,300
  16  有形固定資産売却益 － △ 2,123
 17 有形固定資産処分損 13,959 －
 18 有価証券売却益 △35,138 △ 24,095
 19 有価証券売却損 23,283 46,565
 20 有価証券評価損 － 10,968
 21 売上債権の増減額（増加△） 173,030 △ 352,442
 22 営業貸付金の増減額（増加△） △961,007 165,194
 23 たな卸資産の増減額（増加△） 88,571 △ 64,981
 24 仕入債務の増減額（減少△） 17,884 △ 352,504
 25 未払金の増減額（減少△） △137,568 95,430
 26 未払消費税等の増減額（減少△） △29,683 91,079
 27 その他 △23,595 38,769
    小計 △1,733,624 122,685
 28 利息及び配当金の受取額 15,755 3,151
 29 利息の支払額 △11,778 △ 8,851
 30 法人税等の支払額 △2,368 △ 803
   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

△1,732,016 116,182

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー
 １ 有価証券の売却による収入 1,178,921 324,623
 ２ 有価証券の取得による支出 △784,154 △ 208,795
 ３ 有形固定資産の売却による収入 2,792 76,356
 ４ 有形固定資産の取得による支出 △246,316 △ 34,484
 ５ 無形固定資産の取得による支出 △67,762 △ 30,007
 ６ 保証金の返還による収入 12,127 37,248
 ７ 保証金の差入による支出 △15,619 △ 7,811
 ８ 連結子会社の取得による収入 2,402 －
 ９ 定期預金の払戻による収入 － 140,000
 10 その他 － △ 411
   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

82,392 296,716



 
  

前連結会計年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー
 １ 短期借入による収入 3,085,000 761,000
 ２ 短期借入金の返済による支出 △1,591,000 △ 2,196,240
 ３ 長期借入による収入 100,000 407,000
 ４ 長期借入金の返済による支出 △8,340 △ 66,720
 ５ 株式の発行による収入 － 497,834
 ６ 自己株式の取得による支出 △145 －
 ７ 配当金の支払による支出 △57,560 △ 474
 ８ 少数株主による持込収入 34,500 －
   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

1,562,454 △ 597,600

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額

38,358 ―

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額 △48,810 △ 184,701
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 1,366,803 1,317,992
Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 1,317,992 1,133,291



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

当社グループは、当連結会計年度において、売上高

9,455,683千円、営業損失988,877千円、当期純損失にお

いても1,458,857千円を計上することとなりました。当

社は、当連結会計年度より新たに連結財務諸表を作成し

ておりますが、財務諸表において３期連続の営業損失を

計上するに至りました。当該状況により継続企業の前提

に関する重要な疑義が生じております。 

 今後におきましては、主たる事業の効率化を計るため

商品開発に労力を割き、事業全体にその効果が行き渡る

よう取り組むとともに、採算性を重視したメディアの運

用に努めてまいります。また、パーミッションマーケテ

ィング（CRM）については、コスメティックや健康食品

分野においてマス・マーケティングとパーミッション顧

客を対象としたワンtoワンマーケティングを基本戦略と

して事業展開する方針であり、安定的な売上と利益を計

上できる体質への転換を進めております。これらを実施

することにより営業キャッシュ・フローを改善していき

たいと考えております。 

 連結財務諸表は継続企業を前提として作成されてお

り、このような重要な疑義の影響を連結財務諸表には反

映しておりません。

－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目
前連結会計年度

(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

１ 連結の範囲に関する事項 連結子会社の数   ２社

連結子会社の名称

 株式会社パルマファイナンシャルサ

ービシーズ 

プライムハーバープロダクツ株式会

社

       同左

２ 持分法の適用に関する事

項

該当事項はありません。 同左

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と

一致しております。

同左

４ 会計処理基準に関する事

項

(1) 重要な資産の評価基準及

び評価方法

① 有価証券

 その他有価証券

  時価のあるもの

   連結会計年度末日の市場価格等

にもとづく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法によ

り算定）を採用しております。

  時価のないもの

   移動平均法による原価法を採用

しております。

   なお、投資事業有限責任組合へ

の出資（証券取引法第２条第２

項により有価証券とみなされる

もの）については、組合契約に

規定される決算報告日に応じて

入手可能な 近の決算書を基礎

とし、持分相当額を純額で取り

込む方法によっております。

① 有価証券

同左

② デリバティブ等 

 時価法 

③ たな卸資産 

 商品 

  移動平均法による原価法 

 貯蔵品 

  終仕入原価法による原価法

② デリバティブ等 

       同左 

③ たな卸資産

同左

(2) 重要な減価償却資産の減

価償却の方法

① 有形固定資産

 定率法（ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物（建物附属設備

を除く）については定額法）を採用

しております。

① 有形固定資産

同左

② 無形固定資産

 定額法を採用しております。

 なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（5年）に基づく定額法を採用して

おります。

② 無形固定資産

同左



項目
前連結会計年度

(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

(3) 重要な引当金の計上基準 ① 貸倒引当金

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については債権の回収可能性を個別

に検討して計上しております。

① 貸倒引当金

同左

② 賞与引当金

 従業員の賞与の支払に備えるため、

支給見込額基準により計上しており

ます。

② 賞与引当金

同左

③ 役員賞与引当金 

        －

③ 役員賞与引当金 

 役員に対して支給する賞与の支出に

充てるため、支給見込み額に基づき計

上しております。

④ 本社移転損失引当金 

         －

④ 本社移転損失引当金 

 本社の移転に伴い、発生が見込まれ

る現状復帰費用・固定資産除却損等に

ついて合理的な見積り額を計上してお

ります。 

(追加情報) 

 この本社移転損失引当金は、当期末

において移転損失の合理的な見積が可

能となったことにより計上したもので

あります。

⑤ 退職給付引当金

 従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債

務に基づき当連結会計年度末におい

て発生していると認められる額を計

上しております。

⑤ 退職給付引当金

同左

⑥ 役員退職給与引当金

 役員の退職金の支払に備えるため、

内規に基づく期末要支払額を計上し

ております。なお、平成17年9月27

日付をもって役員退職慰労金制度を

廃止いたしましたので、引当金計上

額は制度廃止日に在任している役員

に対する支給見込額であります。

⑥ 役員退職給与引当金

       同左

(4) 重要なリース取引の処理

方法

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

同左



項目
前連結会計年度

(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

(5) 重要なヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法

 繰延ヘッジ処理を採用しておりま

す。当連結会計年度においてヘッジ

対象の予定取引の実行可能性を見直

した結果、ヘッジ会計を終了してお

ります。

        ―

 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段 ―― 通貨スワップ取引 

 ヘッジ対象 ―― 外貨建予定取引

 

  

 

③ ヘッジ方針

 通貨スワップは、円貨による支払額

を確定させるためのものであり、リ

スクは発生しておりません。

 取引の実行管理は、管理部で行って

おり、リスク管理に対しては、稟議

等による規制管理を行っておりま

す。

 

 

④ ヘッジ有効性評価の方法

 通貨スワップ取引の執行、管理につ

いては、取引権限及び取引限度額を

定めた社内規程に従い、管理部が決

裁権限者の承認を得て行っており、

ヘッジ有効性の評価を行っておりま

す。

 

(6) その他連結財務諸表作成

のための重要な事項

消費税等の処理方法

 税抜方式を採用しております。

消費税等の処理方法

同左

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価方法

は、全面時価評価法によっておりま

す。

同左

６ 連結調整勘定の償却に関

する事項

連結調整勘定は、発生年度に一括償却

処理する方法によっております。

―――

７ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

手許現金、要求払預金及び取得日から

3ヶ月以内に満期日の到来する流動性

の高い、容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない短期的な投資を資金の範

囲としております。

同左



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前連結会計年度
(平成18年６月30日)

当連結会計年度
(平成19年６月30日)

――― （制作費支出の会計処理の変更） 

 従来、映像制作及び編集に要した費用の処理について

は、有形固定資産（工具器具備品）に計上のうえ耐用年

数２年で減価償却を行ってまいりましたが、当連結会計

年度より支出時に費用計上する方法に変更いたしまし

た。 

 この変更は、商品の販売サイクルが短くなっているた

め、同一期間の収益と費用の対応を検討した結果、映像

利用の実態に即したより合理的な方法を採用し、財務内

容の健全化を図るためであります。 

 この変更に伴い、当連結会計年度中に発生した映像制

作費222,328千円は、販売促進費として販売費及び一般

管理費に計上しております。この結果、従来の方法によ

った場合に比べ、営業利益及び経常利益並びに税金等調

整前当期純利益・当期純利益は各々184,350千円少なく

計上されています。

――― （有形固定資産の減価償却方法の変更） 

 当連結会計年度より、平成19年度の法人税法の改正に

伴い、平成19年４月１日以降取得資産の減価償却限度額

の計算方法については、改正後の法人税法に定める方法

によっております。 

 なお、この変更による影響額は軽微であります。

――― （役員賞与に関する会計基準） 

 当連結会計年度から「役員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計基

準第４号）を適用し、役員賞与の支給見込額の当連結会

計年度負担額を役員賞与引当金として計上する方法に変

更いたしました。 

 これにより、従来の方法に比べて、営業利益、経常利

益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ30,000千円減

少しております。 

 なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記

載しております。

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。 

 これにより税金等調整前当期純損失は766,170千円増

加しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務

諸表規則に基づき各資産の金額から直接控除しておりま

す。

―――

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等） 

 当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会

計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指

針第８号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

 従 来 の「資 本 の 部」の 合 計 に 相 当 す る 金 額 は

1,614,965千円であります。 

 なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資

産の部については、改正後の連結財務諸表規則により作

成しております。

―――



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 
  

 

 
  

(連結損益計算書関係) 
  

 

前連結会計年度
(平成18年６月30日)

当連結会計年度
(平成19年６月30日)

 

１ 当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うた

め取引銀行２行と貸出コミットメント契約を締結して

おります。

  当連結会計年度末における貸出コミットメントに係

る借入金未実行残高等は次のとおりであります。

貸出コミットメントの借入枠総額 600,000千円

借入実行残高 －千円

差引残高 600,000千円

２ 偶発債務 

  連帯保証債務 

  滞納家賃保証事業に係る保証極度相当額であり 

  ます。 

  保証極度相当額         48,898千円
 ※3           －

 

１ 当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うた

め取引銀行２行と貸出コミットメント契約を締結して

おります。

  当連結会計年度末における貸出コミットメントに係

る借入金未実行残高等は次のとおりであります。

貸出コミットメントの借入枠総額 600,000千円

借入実行残高 －千円

差引残高 600,000千円

２ 偶発債務 

  連帯保証債務 

  滞納家賃保証事業に係る保証極度相当額であり 

  ます。 

  保証極度相当額         72,891千円

※3 連結会計年度末日満期手形 

 連結会計年度末日満期手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理をしております。なお、

当連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、

次の連結会計年度末日満期手形が連結会計年度末残高

に含まれております。 

 受取手形              3,730千円 

 

前連結会計年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

※１ 固定資産処分損の内容

 建物 7,529千円

 車両運搬具 1,692千円

 工具器具備品 4,737千円

    計 13,959千円

※１ 固定資産処分損 

    ソフトウエア          2,619千円

 

 

 

※２ 減損損失

    当社グループは、以下の資産グループについて

減損損失を計上しました。

用  途 種  類 場  所

事業用資産

建物付属設備 
工具器具備品 
ソフトウェア 
商標権 
電話加入権

名古屋市東区

    当社グループは、資産グループを事業用資産及

び賃貸用資産に分類しております。事業用資産は

営業利益が継続してマイナスであり、将来の営業

キャッシュフローもマイナスが見込まれるため、

帳簿価額の全額を減損損失（766,170千円）とし

て特別損失に計上いたしました。

    減損損失の内訳は、建物40,941千円、工具器具

備品569,624千円、ソフトウェア147,546千円、商

標権5,858千円、電話加入権2,199千円でありま

す。

※２           － 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※３ 固定資産売却益の内容    

 土地               743千円 

 建物               544千円 

 車両運搬具            836千円 

   計             2,123千円



(連結株主資本等変動計算書関係) 

前連結会計年度（自 平成17年7月1日 至 平成18年6月30日） 

1.発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
(注) 自己株式の普通株式の増加数0.98株は、端株の買取による増加であります。 

  

2.新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

当連結会計年度における新株予約権の目的となる株式の数が発行済株式総数に対して重要性が乏しいた

め、注記を省略しております。 

  

3.配当に関する事項 

 配当金支払額 

 
  

当連結会計年度（自 平成18年7月1日 至 平成19年6月30日） 

1.発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
（注） 普通株式の発行済株式総数の増加8,300株は、第三者割当による新株の発行による増加であります。 

  

2.新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

  

3.配当に関する事項 

(1) 配当金支払額  

  該当事項はありません。  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの  

 
なお、配当原資については、利益剰余金とすることとしております。 

当連結会計年度始 
株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末 
株式数(株)

発行済株式 
 普通株式

47,086.88 － － 47,086.88

合計 47,086.88 － － 47,086.88

自己株式 
 普通株式(注)

50.96 0.98 － 51.94

合計 50.96 0.98 － 51.94

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

1株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成17年9月27日 
定時株主総会

普通株式 56,443 1,200 平成17年6月30日 平成17年9月28日

当連結会計年度始 
株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末 
株式数(株)

発行済株式 
 普通株式(注)

47,086.88 8,300.00 － 55,386.88

合計 47,086.88 8,300.00 － 55,386.88

自己株式 
 普通株式

51.94 － － 51.94

合計 51.94 － － 51.94

決議 株式の種類
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年9月26日
普通株式 110,669 2,000 平成19年6月30日 平成19年9月27日

定時株主総会



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

(リース取引関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

現金及び預金 1,687,992千円

預金期間が3ヶ月を超える定期預金 △ 370,000千円

現金及び現金同等物 1,317,992千円

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

現金及び預金 1,363,291千円

預金期間が3ヶ月を超える定期預金 △230,000千円

現金及び現金同等物 1,133,291千円

前連結会計年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

 リース資産の事業内容における重要性が低いこと及び

リース契約１件当たりの金額が小額なため、注記の対象

から除いております。

同左



(有価証券関係) 

前連結会計年度(自平成17年７月１日 至平成18年６月30日) 

  

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) 時価のある有価証券については、個々の銘柄の有価証券の時価が取得原価に比べ50％以上下落している場合は 

減損の対象とし、30％以上下落した場合は回復可能性の判断の対象とし、減損の要否を判断しています。 

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

 
  

３ 時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

  

 
  

４ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

  

 
  

種類
取得原価
(千円)

連結貸借対照表
計上額 
(千円)

差額 
(千円)

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の

(1) 株式 ― ― ―

(2) その他 137,179 146,736 9,557

小計 137,179 146,736 9,557

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの

(1) 株式 67,213 46,567 △20,645

(2) 債券 49,960 45,575 △4,384

(3) その他 220,943 202,499 △18,443

小計 338,116 294,642 △43,474

合計 475,296 441,379 △33,917

売却額 
(千円)

売却益の合計
(千円)

売却損の合計 
(千円)

1,254,545 35,138 23,283

連結貸借対照表計上額 
(千円)

その他有価証券

  非上場株式 112,500

合計 112,500

１年以内 
(千円)

１年超５年以内
(千円)

５年超10年以内
(千円)

10年超 
(千円)

１ 債券

社債 45,575 ― ― ―

２ その他

投資信託 ― 94,962 34,348 58,359

合計 45,575 94,962 34,348 58,359



当連結会計年度(自平成18年７月１日 至平成19年６月30日) 

  

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注)１ 時価のある有価証券については、個々の銘柄の有価証券の時価が取得原価に比べ50％以上下落している場合 

 は減損の対象とし、30％以上下落した場合は回復可能性の判断の対象とし、減損の要否を判断しています。 

 ２ 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価格であります。なお、当連結会計年度において減損処理を行い有

価証券評価損10,968千円を計上しております。 

    

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

 
  

３ 時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

  

 
 

４ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

  

 
  

  

種類
取得原価
(千円)

連結貸借対照表
計上額 
(千円)

差額 
(千円)

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の

(1) 株式 38,256 40,018 1,761

(2) その他 81,997 98,629 16,632

小計 120,253 138,647 18,393

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの

(1) 株式 7,404 5,710 △1,693

(2) その他 159,445 149,044 △10,400

小計 166,849 154,754 △12,094

合計 287,102 293,401 6,299

売却額 
(千円)

売却益の合計
(千円)

売却損の合計 
(千円)

345,672 24,095 46,565

連結貸借対照表計上額 
(千円)

その他有価証券

  非上場株式 134,500

合計 134,500

１年以内 
(千円)

１年超５年以内
(千円)

５年超10年以内
(千円)

10年超 
(千円)

投資信託 － 92,946 27,702 52,473

合計 － 92,946 27,702 52,473



(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

(1) 取引の内容

  当社の利用しているデリバティブ取引は、通貨関連

で、輸入取引の仕入代金の支払に係わる通貨スワップ

取引を利用しております。

(1) 取引の内容

同左

(2) 取引に対する取組方針

  当社のデリバティブ取引は、将来の為替の変動によ

るリスク回避を目的として利用しており、投機的な取

引は行なわない方針であります。

(2) 取引に対する取組方針

同左

(3) 取引の利用目的

  当社のデリバティブ取引は、通貨関連で外貨建金銭

債務の為替変動リスクを回避し、安定的な利益の確保

を図る目的で利用しております。

  なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行

っております。

 ①ヘッジ会計の方法

  繰延ヘッジ処理を採用しております。当連結会計年

度においてヘッジ対象の予定取引の実行可能性を見直

した結果、ヘッジ会計を終了しております。

(3)取引の利用目的   

 当社のデリバティブ取引は、通貨関連で外貨建金銭

債務の為替変動リスクを回避し、安定的な利益の確保

を図る目的で利用しております。

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段…通貨スワップ 

  ヘッジ対象…外貨建予定取引

 ③ヘッジ方針

  通貨スワップは、円貨による支払額を確定させるた

めのものであり、リスクは発生しておりません。

  取引の実行管理は、管理部で行っており、リスク管

理に対しては、稟議等による規制管理を行っておりま

す。

 ④ヘッジ有効性評価の方法

  通貨スワップ取引の執行、管理については、取引権

限及び取引限度額を定めた社内規程に従い、管理部が

決裁権限者の承認を得て行っており、ヘッジ有効性の

評価を行っております。

(4) 取引に係るリスクの内容

  通貨スワップ取引は為替相場の変動によるリスクを

有しております。なお、これらの取引の契約先は信用

度の高い金融機関に限っているため、相手先の契約不

履行によるリスクはほとんどないと認識しておりま

す。

(4) 取引に係るリスクの内容

同左

(5) 取引に係るリスク管理体制

  デリバティブ取引の執行・管理については、取引権

限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、管理

担当部門が決裁権限者の承認を得て行なっておりま

す。

(5) 取引に係るリスク管理体制

同左

(6) 取引の時価等に関する事項についての補足説明

  当社は、取引銀行より評価損益通知書を受けて取引

の時価等を管理しております。

(6) 取引の時価等に関する事項についての補足説明

同左



２ 取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度(自平成17年７月１日 至平成18年６月30日) 

通貨関連                                       （単位：千円） 

 
(注) １ 通貨スワップ取引の時価は、契約を約定した金融機関から提示された価格によっております。 

２ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

  

当連結会計年度(自平成18年７月１日 至平成19年６月30日) 

通貨関連                                       （単位：千円） 

 
(注) １ 通貨スワップ取引の時価は、契約を約定した金融機関から提示された価格によっております。 

  

  

区分 種類 契約額等 時価 評価損益
1年超

市場取引 
以外の取引

通貨スワップ取引 
米ドル

4,343,931 3,332,274 △147,036 △147,036

合計 4,343,931 3,332,274 △147,036 △147,036

区分 種類 契約額等 時価 評価損益
1年超

市場取引 
以外の取引

通貨スワップ取引 
米ドル

628,626 184,890 52,264 52,264

合計 628,626 184,890 52,264 52,264



(ストック・オプション等関係) 

前連結会計年度（自 平成17年7月1日 至 平成18年6月30日） 

 
  

2.ストックオプションの規模及びその変動状況 

(単位：株) 

 
  

3.単価情報 

(単位：円) 

 
(注) 記載金額は、表示単位未満を切捨てて表示しております。 

  

平成13年 
ストック・オプション

平成14年
ストック・オプション

平成15年
ストック・オプション

平成16年 
ストック・オプション

付与対象者の 

区分及び数

当社取締役4名 

及び従業員18名

当社取締役4名 

及び従業員22名

当社取締役4名、 

従業員30名及び 

取引先役職員8名

当社取締役4名、 

従業員10名及び 

取引先役職員3名

株式の種類別の

ストックオプシ

ョンの数

普通株式 

656株

普通株式 

250株

普通株式 

300株

普通株式 

300株

付与日 平成13年12月10日 平成15年7月24日 平成16年3月25日 平成16年12月17日

権利確定条件

権利行使時においても

当社の取締役又は従業

員であること。

権利行使時においても

当社の取締役又は従業

員であること。

権利行使時においても

当社の取締役、従業員

又は取引関係がありか

つ役職員であること。

権利行使時においても

当社の取締役、従業員

又は取引関係がありか

つ役職員であること。

対象勤務期間
平成13年12月10日より

平成15年9月30日まで

平成15年7月24日より 

平成16年9月30日まで

平成16年3月25日より 

平成17年9月30日まで

平成16年12月17日より 

平成18年12月11日まで

権利行使期間
平成15年10月1日より 

平成17年9月30日まで

平成16年10月1日より 

平成18年9月30日まで

平成17年10月1日より 

平成19年9月30日まで

平成18年12月12日より 

平成20年12月11日まで

平成13年
ストック・オプション

平成14年
ストック・オプション

平成15年
ストック・オプション

平成16年 
ストック・オプション

権利確定前

 期首 － － 273 300

 付与 － － － －

 失効 － － － 14

 権利確定 － － 273 －

 未確定残 － － － 286

権利確定後

 期首 566 220 － －

 権利確定 － － 273 －

 権利行使 － － － －

 失効 566 16 14 －

 未行使残 － 204 259 －

平成13年
ストック・オプション

平成14年
ストック・オプション

平成15年
ストック・オプション

平成16年 
ストック・オプション

  権利行使価格 265,225 185,400 99,395 105,060



当連結会計年度(自 平成18年７月１日 至 平成19年６月30日) 

1.ストックオプションの内容 

 
  

2.ストックオプションの規模及びその変動状況                     （単位：

株） 

 
  

3.単価情報 

 
(注) 記載金額は、表示単位未満を切捨てて表示しております。 

  

  

  

平成14年 
ストック・オプション

平成15年
ストック・オプション

平成16年 
ストック・オプション

付与対象者の 
区分及び数

当社取締役4名 
及び従業員22名

当社取締役4名、
従業員30名及び 
取引先役職員8名

当社取締役4名、 
従業員10名及び 
取引先役職員3名

株式の種類別の  
ストック・オプション数 普通株式  250株 普通株式  300株 普通株式  300株

付与日 平成15年7月24日 平成16年3月16日 平成16年12月17日

権利確定条件 権利行使時においても当社の
取締役又は従業員であること。

権利行使時においても当社の
取締役、従業員又は取引関係
がありかつ役職員であること。

権利行使時においても当社の
取締役、従業員又は取引関係
がありかつ役職員であること。

対象勤務期間 平成15年7月24日より 
平成16年9月30日まで

平成16年3月25日より
平成17年9月30日まで

平成16年12月17日より
平成18年12月11日まで

権利行使期間 平成16年10月1日より 
平成18年9月30日まで

平成17年10月1日より
平成19年9月30日まで

平成18年12月12日より
平成20年12月11日まで

平成14年 
ストック・オプション

平成15年
ストック・オプション

平成16年 
ストック・オプション

権利確定前

 期首 － － 286

 付与 － － －

 失効 － － －

 権利確定 － － 286

 未確定残 － － －

権利確定後

 期首 204 259 －

 権利確定 － － 286

 権利行使 － － －

 失効 204 53 78

 未行使残 － 206 208

平成14年 
ストック・オプション

平成15年
ストック・オプション

平成16年 
ストック・オプション

  権利行使価格 185,400 99,395 105,060



(退職給付関係) 

前連結会計年度(自平成17年７月１日 至平成18年６月30日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

親会社は、確定給付型の制度として退職一時金制度を採用しております。 

  

２ 退職給付債務の額に関する事項(平成18年６月30日現在) 

退職給付債務   15,470千円 

退職給付引当金  15,470千円 

(注) 親会社は退職給付債務の算定方法として簡便法を採用しております。 

  

３ 退職給付費用に関する事項 

退職給付費用   4,647千円 

勤務費用     4,647千円 

  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

親会社は簡便法を採用しておりますので、基礎率等については記載しておりません。 

  

当連結会計年度(自平成18年７月１日 至平成19年６月30日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

親会社は、確定給付型の制度として退職一時金制度を採用しております。 

  

２ 退職給付債務の額に関する事項(平成19年６月30日現在) 

退職給付債務   18,371千円 

退職給付引当金  18,371千円 

(注) 親会社は退職給付債務の算定方法として簡便法を採用しております。 

  

３ 退職給付費用に関する事項 

退職給付費用   6,093千円 

勤務費用     6,093千円   

  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

親会社は簡便法を採用しておりますので、基礎率等については記載しておりません。 

  



(税効果会計関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(平成18年６月30日)

当連結会計年度
(平成19年６月30日)

 

 

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産(流動)

 繰越欠損金 869,447千円

 商品評価損 47,355千円

 通貨スワップ評価損 58,814千円

 その他 361千円

繰延税金資産小計 975,978千円

 評価性引当額 △975,978千円

繰延税金資産合計 ―千円

 

 

 

 

繰延税金資産(固定)

 退職給付引当金 6,188千円

 役員退職給与引当金 34,228千円

 その他有価証券評価差額金 8,323千円

 減損損失 184,413千円

 その他 3,017千円

繰延税金資産小計 236,170千円

 評価性引当額 △236,170千円

繰延税金資産合計 ―千円

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因  

  別の内訳

繰延税金資産(流動)

 繰越欠損金 732,725千円

 商品評価損 16,789千円

 買取債権償却損 27,009千円

 その他 10,232千円

繰延税金資産小計 786,756千円

繰延税金負債(流動)

 通貨スワップ評価益 20,905千円

繰延税金資産の純額 765,850千円

 評価性引当額 △765,850千円

繰延税金資産合計 －千円

繰延税金資産(固定)

 退職給付引当金 7,348千円

 役員退職給与引当金 26,704千円

 減価償却超過額 148,772千円

 電話加入権減損損失 879千円

 その他 7,385千円

繰延税金資産小計 191,090千円

 評価性引当額 △191,090千円

繰延税金資産合計 －千円

   繰延税金負債(固定) 

   その他有価証券評価差額金      991千円 

    繰延税金負債合計          991千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

  税金等調整前当期純損失のため、記載を省略してお

ります。

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 

   法定実効税率          40.0％ 

   (調整) 

   交際費等永久に損金に 

   算入されない項目        2.0％ 

   住民税等均等割         0.4％ 

   繰延税金資産に対する 

   評価性引当額等        △42.0％ 

   税効果会計適用後の法 

   人税等の負担率         0.4％   

 

 

 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自平成17年７月１日 至平成18年６月30日) 
  

 
(注) １ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各区分の主な商品 

(1) 物販事業   日用雑貨、運動器具、健康器具 

(2) 金融事業   金融商品 

３ 当連結会計年度におきましては減損損失766,170千円を計上しており、各セグメントへの影響額は以下のと

おりであります。 

(1) 物販事業   766,170千円 

  

当連結会計年度(自平成18年７月１日 至平成19年６月30日) 
  

 
(注) １ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各区分の主な商品 

(1) 物販事業   日用雑貨、運動器具、健康器具 

(2) 金融事業   金融商品 

３ 会計方針の変更 

（制作費支出の会計処理の変更）  

 「連結財務諸表作成の為の基本となる重要な事項の変更」４．(3)③に記載のとおり、当連結会計年度よ

り支出時に費用計上する方法に変更いたしました。これにより、当連結会計年度中に発生した映像制作費

222,328千円は、販売促進費として販売費及び一般管理費に計上しております。この結果、従来の方法によ

った場合に比べ、「物販事業」の営業利益及び経常利益並びに税金等調整前当期純利益・当期純利益は各々

184,350千円少なく計上されています。 

(役員賞与に関する会計基準) 

「連結財務諸表作成の為の基本となる重要な事項の変更」４．(3)③に記載のとおり、当連結会計年度より

「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第４号 平成17年11月29日）を適用しております。これによ

り、従来の方法に比べて、「物販事業」の営業費用は30百万円増加し、営業利益が同額減少しております。

物販事業
（千円）

金融事業
（千円）

計
（千円）

消去又は 
全社 

（千円）

計 
（千円）

Ⅰ 売上高及び営業損益

 売上高

  (1)外部顧客に対する売上高 9,417,848 37,834 9,455,683 － 9,455,683

  (2)セグメント間の内部売上高 

    又は振替高

－ － － － －

  計 9,417,848 37,834 9,455,683 － 9,455,683

 営業費用 10,384,115 60,445 10,444,560 － 10,444,560

 営業損失（△） △966,267 △22,610 △988,877 － △988,877

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的支出

 資産 3,424,596 1,083,790 4,508,387 － 4,508,387

 減価償却費 4,314 1,640 5,954 － 5,954

 資本的支出 297,153 17,230 314,384 － 314,384

物販事業
（千円）

金融事業
（千円）

計
（千円）

消去又は 
全社 

（千円）

計 
（千円）

Ⅰ 売上高及び営業損益

 売上高

  (1)外部顧客に対する売上高 10,453,752 108,774 10,562,527 － 10,562,527

  (2)セグメント間の内部売上高 

    又は振替高

－ － － － －

  計 10,453,752 108,774 10,562,527 － 10,562,527

 営業費用 10,097,969 113,705 10,211,674 － 10,211,674

 営業利益及び営業損失（△） 355,783 △ 4,930 350,853 － 350,853

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的支出

 資産 3,148,040 1,006,527 4,154,568 － 4,154,568

 減価償却費 6,315 5,408 11,723 － 11,723

 資本的支出 39,386 24,957 64,344 － 64,344



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自平成17年７月１日 至平成18年６月30日) 

在外連結子会社及び在外支店がないため、所在地別セグメント情報を記載しておりません。 

  

当連結会計年度(自平成18年７月１日 至平成19年６月30日) 

在外連結子会社及び在外支店がないため、所在地別セグメント情報を記載しておりません。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度(自平成17年７月１日 至平成18年６月30日) 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自平成18年７月１日 至平成19年６月30日) 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自平成17年７月１日 至平成18年６月30日) 

  役員及び個人主要株主等 

 
(注) １．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

  不動産の賃貸については、当社所有の社宅を賃貸したもので、賃貸料は役員社宅管理規程により決定してお

ります。 

  

当連結会計年度(自平成18年７月１日 至平成19年６月30日) 

  役員及び個人主要株主等 

 
(注) １．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

 (1)不動産の賃貸については、当社所有の社宅を賃貸したもので、賃貸料は役員社宅管理規程により決定して

おります。 

       (2)固定資産の売却価格については、市場価格を勘案して決定しております。 

    ３．平成18年9月27日開催の株主総会にて当社役員を退任しております。 

(企業結合等関係) 

  前連結会計年度(自平成17年７月１日 至平成18年６月30日) 

該当事項はありません。 

  当連結会計年度(自平成18年７月１日 至平成19年６月30日) 

    該当事項はありません。 

  

  

属性 氏名 住所
資本金又
は出資金 
(千円)

事業の 
内容又は 
職業

議決権等の
所有(被所有)
割合（％）

関係内容
取引
内容

取引金額 
(千円)

科目
期末
残高役員の

兼任等
事業上
の関係

役員 水島真理 ― ―
当社取締役 
メディア営 
業事業部長

(被所有)
直接2.91

― ―
不動産
の賃貸

3,600 ― ―

属性 氏名 住所
資本金又
は出資金 
(千円)

事業の 
内容又は 
職業

議決権等の
所有(被所有)
割合（％）

関係内容
取引
内容

取引金額 
(千円)

科目
期末
残高役員の

兼任等
事業上
の関係

役員 水島真理 ― ―
当社取締役 
メディア営 
業事業部長

(被所有)
直接2.49

― ―

不動産
の賃貸

1,800 ― ―

固定資産
の売却

75,950 ― ―



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １株当たり当期純利益又は当期純損失及び潜在株式調整後1株当たり当期純利益の算定上の基礎は以下のとおり

であります。 

 
   

  (重要な後発事象) 

   該当事項はありません。 

項目
前連結会計年度

(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日)

当連結会計年度 
(自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日)

１株当たり純資産額 35,356円61銭 49,339円85銭

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△)

△31,016円11銭 12,187円25銭

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、希薄化効果

を有している潜在株式が存在しない

こと及び当期純損失が計上されてい

るため記載しておりません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、希薄化効果

を有している潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

 

前連結会計年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

１株当たり当期純利益又は当期純損失(△)

  当期純利益又は当期純損失(△)(千円) △1,458,857 595,120

  普通株主に帰属しない金額  (千円) ― －

  普通株式に係る当期純利益又は当期純損失(△)
 (千円)

△1,458,857 595,120

  普通株式の期中平均株式数(株) 47,035.47 48,831.38

  潜在株式調整後１株当たり当期純利益

   当期純利益調整額(千円) ― －

   普通株式増加数(株) 
   (うち新株予約権方式によるストックオプシ 
  ョン(株))

―

(―)

－

(－)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株式

の概要

旧商法第280条ノ20ならび

に商法第280条ノ21の規定

に基づく新株予約権 204

株

平成14年9月27日

株主総会特別決議

旧商法第280条ノ20ならび

に商法第280条ノ21の規定

に基づく新株予約権 259

株

平成15年9月26日

株主総会特別決議

旧商法第280条ノ20ならび

に商法第280条ノ21の規定

に基づく新株予約権 286

株

平成16年12月10日

株主総会特別決議

旧商法第280条ノ20ならび

に商法第280条ノ21の規定

に基づく新株予約権206株 

平成15年9月26日 

株主総会特別決議 

旧商法第280条ノ20ならび

に商法第280条ノ21の規定

に基づく新株予約権208株 

平成16年12月10日 

株主総会特別決議



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

  

 
(注) １ 「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年内における１年ごとの返済予定額の総

額 

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

区分
前期末残高 
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 1,500,000 438,400 1.49 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 33,360 33,360 1.88 ―

長期借入金（１年以内に返済予定
のものを除く）

58,300 24,940 1.88
平成20年7月31日～ 
平成21年3月31日

合計 1,591,660 496,700 ― ―

１年超２年以内 
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内 
(千円)

24,940 ― ― ―



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 

  
前事業年度

(平成18年６月30日)
当事業年度 

(平成19年６月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 1,569,743 1,125,251

 ２ 受取手形 ※３ 49,514 207,120

 ３ 売掛金 555,279 753,284

 ４ 商品 348,936 413,342

 ５ 貯蔵品 4,074 5,105

 ６ 前渡金 21,554 7,737

 ７ 通貨スワップ資産 ― 52,264

 ８ 短期貸付金 ※１ 1,000,000 1,000,000

 ９ 前払費用 15,830 10,982

 10 未収入金 75,623 39,965

 11 未収消費税 57,778 ―

 12 その他 3,822 2,412

 13 貸倒引当金 ― △ 1,700

   流動資産合計 3,702,157 82.7 3,615,767 86.0

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 76,990 2,249

    減価償却累計額 28,034 48,955 347 1,902

  (2) 車両運搬具 21,548 15,771

    減価償却累計額 12,393 9,155 8,869 6,902

  (3) 工具器具備品 1,334,157 17,873

    減価償却累計額 1,334,157 ― 1,433 16,440

  (4) 土地 24,056 ―

   有形固定資産合計 82,168 1.8 25,244 0.6

 ２ 無形固定資産

  (1) ソフトウェア ― 15,762

   無形固定資産合計 ― ― 15,762 0.4

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 553,879 427,901

  (2) 関係会社株式 83,000 83,000

  (3) 破産債権、更生債権 
    その他これらに準ずる 
    債権

1,388 1,388

  (4) 差入保証金 56,787 33,002

  (5) その他 472 1,014

  (6) 貸倒引当金 △694 △ 694

   投資その他の資産合計 694,834 15.5 545,613 13.0

   固定資産合計 777,002 17.3 586,620 14.0

   資産合計 4,479,160 100.0 4,202,387 100.0



前事業年度
(平成18年６月30日)

当事業年度 
(平成19年６月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 ※１ 489,145 136,727

 ２ 短期借入金 1,500,000 438,400

 ３ 一年内返済予定 
   長期借入金

33,360 33,360

 ４ 未払金 483,961 578,364

 ５ 未払費用 9,555 11,137

 ６ 通貨スワップ負債 147,036 ―

 ７ 未払法人税等 2,355 7,812

 ８ 未払消費税等 ― 33,998

 ９ 預り金 10,776 11,222

 10 賞与引当金 4,150 6,750

 11 役員賞与引当金 ― 30,000

 12 本社移転損失引当金 ― 8,000

   流動負債合計 2,680,340 59.8 1,295,772 30.8

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金  58,300 24,940

 ２ 繰延税金負債 ― 991

 ３ 退職給付引当金  15,470 18,371

 ４ 役員退職給与引当金 85,570 66,760

   固定負債合計 159,340 3.6 111,063 2.6

   負債合計 2,839,681 63.4 1,406,836 33.5

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 654,458 14.6 903,375 21.5

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 882,854 1,131,771

    資本剰余金合計 882,854 19.7 1,131,771 26.9

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 100,000 100,000

  (2) その他利益剰余金

    別途積立金 1,409,117 1,409,117

    繰越利益剰余金 △1,369,781 △ 733,840

    利益剰余金合計 139,335 3.1 775,277 18.5

 ４ 自己株式 △16,360 △0.3 △ 16,360 △0.4

   株主資本合計 1,660,288 37.1 2,794,063 66.5

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券評価 
   差額金

△20,809 1,487

   評価・換算差額等合計 △20,809 △0.5 1,487 0.0

   純資産合計 1,639,478 36.6 2,795,551 66.5

   負債・純資産合計 4,479,160 100.0 4,202,387 100.0



② 【損益計算書】 
  

   

前事業年度
(自 平成17年７月１日
 至 平成18年６月30日)

当事業年度
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 9,417,848 100.0 10,453,752 100.0
Ⅱ 売上原価
 １ 商品期首たな卸高 436,885 348,936
 ２ 当期商品仕入高 4,306,744 4,471,246
   合計 4,743,629 4,820,183
 ３ 商品期末たな卸高 348,936 4,394,692 46.7 413,342 4,406,840 42.2
   売上総利益 5,023,156 53.3 6,046,912 57.8
Ⅲ 販売費及び一般管理費
 １ 販売手数料 636,309 439,028
 ２ 広告宣伝費 3,466,039 3,294,201
 ３ 販売促進費 － 454,803
 ４ 物流費 750,356 651,724
 ５ 役員報酬 105,290 67,552
 ６ 給与手当及び賞与 167,894 185,865
 ７ 賞与引当金繰入額 4,150 2,600
 ８ 役員賞与引当金繰入 － 30,000
 ９ 退職給付費用 4,647 6,093
 10 役員退職給与引当金繰入
額

2,470 －

 11 福利厚生費 28,903 34,745
 12 旅費交通費 32,811 34,221
 13 通信費 101,835 93,046
 14 減価償却費 4,314 6,315
 15 消耗品費 17,864 18,258
 16 支払手数料 152,996 200,157
 17 貸倒引当金繰入額 ― 5,374
 18 その他 512,017 5,987,900 63.6 167,356 5,691,346 54.4
   営業利益又は 
   営業損失(△)

△ 964,744 △10.2 355,566 3.4

Ⅳ 営業外収益
 １ 受取利息 8,897 1,771
 ２ 有価証券利息 12,794 30,797
 ３ 受取配当金 2,694 481
 ４ 有価証券売却益 35,138 24,095
 ５ 受取手数料 4,227 －
 ６ 通貨スワップ評価益 139,019 199,300
 ７ 為替差益 38,358 100,057
 ８ 雑収入 19,900 261,030 2.8 21,373 377,877 3.6
Ⅴ 営業外費用
 １ 支払利息 9,763 30,833
 ２ 有価証券売却損 23,283 46,565
 ３ 有価証券評価損 ― 10,968
 ４ 雑損失 ― 33,046 0.4 1,356 89,724 0.9
   経常利益又は 
   経常損失(△)

△736,760 △7.8 643,718 6.2

Ⅵ 特別利益
 １ 固定資産売却益 ※１ ― 2,123
 ２ 保険解約益 69,916 ―
 ３ 貸倒引当金戻入益 14,530 84,446 0.9 ― 2,123 0.0
Ⅶ 特別損失
 １ 固定資産処分損 ※２ 13,959 ―
 ２ 減損損失 ※３ 766,170 8.3 ―
 ３ 本社移転損失引当金繰入 ― 780,130 8,000 8,000 0.1
   税引前当期純利益又は 
   税引前当期純損失(△)

△1,432,444 △15.2 637,841 6.1

   法人税、住民税及び 
   事業税

1,900 1,900 0.0 1,900 1,900 0.0

   当期純利益又は 
   当期純損失(△)

△1,434,344 △15.2 635,941 6.1



③ 【株主資本等変動計算書】 

前事業年度(自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日) 

  

 
  

 
  

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成17年６月30日残高(千円) 654,458 882,854 882,854

事業年度中の変動額

 剰余金の配当

 当期純損失

 自己株式の取得

事業年度中の変動額合計(千円)

平成18年６月30日残高(千円) 654,458 882,854 882,854

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成17年６月30日残高(千円) 100,000 1,409,117 121,005 1,630,123 △16,215 3,151,220

事業年度中の変動額

 剰余金の配当 △56,443 △56,443 △56,443

 当期純損失 △1,434,344 △1,434,344 △1,434,344

 自己株式の取得 △145 △145

事業年度中の変動額合計(千円) △1,490,787 △1,490,787 △145 △1,490,932

平成18年６月30日残高(千円) 100,000 1,409,117 △1,369,781 139,335 △16,360 1,660,288

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成17年６月30日残高(千円) △125,854 △125,854 3,025,365

事業年度中の変動額

 剰余金の配当 △56,443

 当期純損失 △1,434,344

 自己株式の取得 △145

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

105,045 105,045 105,045

事業年度中の変動額合計(千円) 105,045 105,045 △1,385,887

平成18年６月30日残高(千円) △20,809 △20,809 1,639,478



当事業年度(自 平成18年７月１日 至 平成19年６月30日) 

  

 
  

 
  

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成18年６月30日残高(千円) 654,458 882,854 882,854

事業年度中の変動額

  新株の発行 248,917  248,917  248,917 

 当期純利益

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額合計(純額)

事業年度中の変動額合計(千円) 248,917 248,917 248,917

平成19年６月30日残高(千円) 903,375 1,131,771 1,131,771

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年６月30日残高(千円) 100,000 1,409,117 △1,369,781 139,335 △16,360 1,660,288

事業年度中の変動額

  新株の発行 497,834 

 当期純利益 635,941 635,941 635,941

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額合計(純額)

事業年度中の変動額合計(千円) 635,941 635,941 1,133,775

平成19年６月30日残高(千円) 100,000 1,409,117 △ 733,840 775,277 △ 16,360 2,794,063

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年６月30日残高(千円) △20,809 △20,809 1,639,478

事業年度中の変動額

  新株の発行 497,834 

 当期純利益 635,941

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

22,297 22,297 22,297

事業年度中の変動額合計(千円) 22,297 22,297 1,156,073

平成19年６月30日残高(千円) 1,487 1,487 2,795,551



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

当事業年度
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

当社は、当事業年度において、売上高9,417,848千円

（前事業年度12,822,324千円）、営業損失964,744千円

（前事業年度178,932千円の営業損失）となり、３期連

続の営業損失を計上するに至りました。 

 また、当期純損失においても1,434,344千円（前事業

年度は当期純利益121,005千円）を計上することとな

り、継続企業の前提に関する重要な疑義が生じておりま

す。 

 今後におきましては、主たる事業の効率化を図るため

商品開発に労力を割き、事業全体にその効果が行き渡る

よう取り組むとともに、採算性を重視したメディアの運

用に努めてまいります。また、パーミッションマーケテ

ィング（ＣＲＭ）については、コスメティックや健康食

品分野においてマス・マーケティングとパーミッション

顧客を対象としたワンtoワンマーケティングを基本戦略

として事業展開する方針であり、安定的な売上と利益を

計上できる体質への転換を進めております。これらを実

施することにより営業キャッシュ・フローを改善してい

きたいと考えております。 

財務諸表は継続企業を前提として作成されており、この

ような重要な疑義の影響を財務諸表には反映しておりま

せん。



重要な会計方針 

  

項目
前事業年度

(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

当事業年度
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 子会社株式 

  移動平均法による原価法

(1) 子会社株式

同左

(2) その他有価証券

  時価のあるもの

   決算日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定)を採用してお

ります。

(2) その他有価証券

時価のあるもの

同左

  時価のないもの

   移動平均法による原価法を採用

しております。

  時価のないもの

同左

２ デリバティブ等の評価基

準及び評価方法

時価法 同左

３ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1) 商品 

  移動平均法による原価法 

(2) 貯蔵品 

  最終仕入原価法による原価法

(1) 商品

同左

(2) 貯蔵品

同左

４ 固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

  定率法（ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物（建物附属設

備を除く）については定額法）を採

用しております。

 なお、耐用年数については、法人税

法に規定する方法によっておりま

す。

(1) 有形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

  定額法を採用しております。

  なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期

間(５年)に基づく定額法を採用して

おります。

(2) 無形固定資産

同左

５ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

  債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率等により、貸倒懸念債権等特定の

債権については債権の回収可能性を

個別に検討して計上しております。

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

  従業員の賞与の支払に備えるた

め、支給見込額基準により計上して

おります。

(2) 賞与引当金

同左

(3) 役員賞与引当金 

       －       

  

(3) 役員賞与引当金 

 役員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、支給見込み額に基づ

き計上しております。

(4) 本社移転損失引当金 

        － 

  

(4) 本社移転損失引当金 

 本社の移転に伴い、発生が見込まれ

る現状復帰費用・固定資産除却損等に

ついて合理的な見積り額を計上してお

ります。 

 (追加情報) 

 この本社移転損失引当金は、当期末

において移転損失の合理的な見積が可

能となったことにより計上したもので

あります。



項目

前事業年度 

(自 平成17年７月１日 

 至 平成18年６月30日)

当事業年度 

(自 平成18年７月１日 

 至 平成19年６月30日)

(5) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務に

基づき当事業年度末において発生して

いると認められる額を計上しておりま

す。なお、当社は簡便法により退職給

付引当金を設定しております。

(5) 退職給付引当金 

               同左

(6) 役員退職給与引当金

  役員の退職金の支払に備えるた

め、内規に基づく期末要支払額を計

上しております。

  なお、平成17年9月27日付をもっ

て役員退職慰労金制度を廃止いたし

ましたので、引当金計上額は制度廃

止日に在任している役員に対する支

給見込額であります。

(6) 役員退職給与引当金 

        同左 

  

６ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

         －

７ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

  繰延ヘッジ処理を採用しておりま

す。当事業年度においてヘッジ対象

の予定取引の実行可能性を見直した

結果、ヘッジ会計を終了しておりま

す。

         －

  

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 ヘッジ対象

通貨スワップ 外貨建予定取引

(3) ヘッジ方針

  通貨スワップは、円貨による支払

額を確定させるためのものであり、

リスクは発生しておりません。

  取引の実行管理は、管理部で行っ

ており、リスク管理に対しては、稟

議等による規制管理を行っておりま

す。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

  通貨スワップ取引の執行、管理に

ついては、取引権限及び取引限度額

を定めた社内規程に従い、管理部が

決裁権限者の承認を得て行ってお

り、ヘッジ有効性の評価を行ってお

ります。

８ その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

消費税等の会計処理 

 税抜方式を採用しております。

消費税等の会計処理

同左



会計処理の変更 

前事業年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

当事業年度
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

――― （制作費支出の会計処理の変更） 

 従来、映像制作及び編集に要した費用の処理について

は、有形固定資産（工具器具備品）に計上のうえ耐用年

数２年で減価償却を行ってまいりましたが、当事業年度

より支出時に費用計上する方法に変更いたしました。 

 この変更は、商品の販売サイクルが短くなっているた

め、同一期間の収益と費用の対応を検討した結果、映像

利用の実態に即したより合理的な方法を採用し、財務内

容の健全化を図るためであります。 

 この変更に伴い、当事業年度中に発生した映像制作費

222,328千円は、販売促進費として販売費及び一般管理費

に計上しております。この結果、従来の方法によった場

合に比べ、営業利益及び経常利益並びに税引前当期純利

益・当期純利益は各々184,350千円少なく計上されていま

す。

――― (有形固定資産の減価償却方法の変更） 

 当事業年度より、平成19年度の法人税法の改正に伴

い、平成19年４月１日以降取得資産の減価償却限度額の

計算方法については、改正後の法人税法に定める方法に

よっております。 

 なお、この変更による影響は軽微であります。

――― （役員賞与に関する会計基準） 

 当事業年度から「役員賞与に関する会計基準」（企業

会計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計基準第４

号）を適用し、役員賞与の支給見込額の当事業年度負担

額を役員賞与引当金として計上する方法に変更いたしま

した。 

 これにより、従来の方法に比べて、営業利益、経常利

益及び税引前当期純利益はそれぞれ30,000千円減少して

おります。

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。この変更は、同会計基準及び同適用指針が当事業

年度より適用されることになったことに伴うものであり

ます。 

 これにより税引前当期純損失は766,170千円増加してお

ります。 

 なお、減損損失累計額については、財務諸表等規則に

基づき各資産の金額から直接控除しております。

―――

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等） 

 当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月９

日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第

８号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

 従来の「資本の部」の合計に相当する金額は1,639,478

千円であります。 

 なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度にお

ける貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。

―――



表示方法の変更 

  

 
  

前事業年度 
(自平成17年７月１日 
 至平成18年６月30日)

当事業年度
(自平成18年７月１日 
 至平成19年６月30日)

――― （損益計算書） 

１．「販売促進費」は販売費及び一般管理費の合計額 

  の100分の5を超えておりましたので、その重要性 

  に鑑み、当期より区分掲記しております。 

  なお、前期は販売費及び一般管理費の「その他」 

  に343,567千円含まれております。



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

 
  

(損益計算書関係) 

  

 
  

前事業年度 
(平成18年６月30日)

当事業年度
(平成19年６月30日)

※１ 関係会社に対する債権、債務

 短期貸付金 1,000,000千円

 買掛金 2,974千円

※１ 関係会社に対する債権、債務

 短期貸付金 1,000,000千円

 買掛金 5,948千円

 ２ 貸出コミットメント契約に係る借入金未実行残高

等

 貸出コミットメントの借入枠総額 600,000千円

 借入実行残高 －千円

 差引残高 600,000千円

 ２ 貸出コミットメント契約に係る借入金未実行残高

等

 貸出コミットメントの借入枠総額 600,000千円

 借入実行残高 －千円

 差引残高 600,000千円

※３           － ※３ 事業年度末日満期手形 

事業年度末日満期手形の会計処理については、手

形交換日をもって決済処理をしております。な

お、当事業年度末日が金融機関の休日であった

為、次の事業年度末日満期手形が事業年度末残高

に含まれております。 

 受取手形            3,730千円

前事業年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

当事業年度
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

※１ 固定資産処分損の内容

 建物 7,529千円

 車両運搬具 1,692千円

 工具器具備品 4,737千円

    計 13,959千円

※１          －

 

※２ 減損損失の内容

    当社は、以下の資産グループについて減損損失

を計上しました。

用  途 種  類 場  所

事業用資産

建物付属設備 
工具器具備品 
ソフトウェア 
商標権 
電話加入権

名古屋市東区

    当社は、資産グループを事業用資産及び賃貸用

資産に分類しております。事業用資産は営業利益

が継続してマイナスであり、将来の営業キャッシ

ュフローもマイナスが見込まれるため、帳簿価額

の全額を減損損失（766,170千円）として特別損

失に計上いたしました。

    減損損失の内訳は、建物40,941千円、工具器具

備品569,624千円、ソフトウェア147,546千円、商

標権5,858千円、電話加入権2,199千円でありま

す。

※２          －

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※３ 固定資産売却益の内訳 

 土地               743千円 

 建物               544千円 

 車両運搬具            836千円 

   計             2,123千円 



(株主資本等変動計算書関係) 

 
  

 
  

(リース取引関係) 

前事業年度(自平成17年７月１日 至平成18年６月30日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に係わる注記 

内容の重要性が乏しく、契約１件当たりの金額が少額なリース取引でありますので、金額の記載は省略し

ております。 

  

当事業年度(自平成18年７月１日 至平成19年６月30日) 

該当事項はありません。 

  

  

(有価証券関係) 

前事業年度(自平成17年７月１日 至平成18年６月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

当事業年度(自平成18年７月１日 至平成19年６月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

前事業年度

( 自 平成17年 7月 1日
至 平成18年 6月30日 )

 

（自己株式の種類及び株式数に関する事項）

前事業年度末 
株式数(株)

当事業年度
増加株式数(株)

当事業年度
減少株式数(株)

当事業年度末 
株式数(株)

自己株式 
 普通株式(注)

50.96 0.98 － 51.94

合計 50.96 0.98 － 51.94

(注)自己株式の普通株式の増加数0.98株は、端株の買取による増加であります。

当事業年度

( 自 平成18年 7月 1日
至 平成19年 6月30日 )

 

（自己株式の種類及び株式数に関する事項）

前事業年度末 
株式数(株)

当事業年度
増加株式数(株)

当事業年度
減少株式数(株)

当事業年度末 
株式数(株)

自己株式 
 普通株式

51.94 － － 51.94

合計 51.94 － － 51.94



(税効果会計関係) 

  

 
  

(企業結合等関係) 

   前事業年度(自平成17年７月１日 至平成18年６月30日) 

該当事項はありません。 

  

   当事業年度(自平成18年７月１日 至平成19年６月30日) 

該当事項はありません。 

  

前事業年度 
(平成18年６月30日)

当事業年度
(平成19年６月30日)

 

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産(流動)

 繰越欠損金 837,500千円

 商品評価損 47,355千円

 通貨スワップ評価損 58,814千円

 その他 1,518千円

繰延税金資産小計 945,188千円

 評価性引当額 △945,188千円

繰延税金資産合計 －千円

 

 

 

 

繰延税金資産(固定)

 退職給付引当金 6,188千円

 役員退職給与引当金 34,228千円

 その他有価証券 
 評価差額金

8,323千円

 減損損失 184,413千円

 その他 3,018千円

繰延税金資産小計 236,170千円

 評価性引当額 △236,170千円

繰延税金資産合計 －千円

 

 

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産(流動)

 繰越欠損金 699,941千円

 商品評価損 16,789千円

 その他 8,944千円

繰延税金資産小計 725,675千円

繰延税金負債(流動)

 通貨スワップ評価益 20,905千円

繰延税金資産の純額 704,770千円

 評価性引当額 △704,770千円

繰延税金資産合計 －千円

 

 

繰延税金資産(固定)

 退職給付引当金 7,348千円

 役員退職給与引当金 26,704千円

 減価償却超過額 149,652千円

 その他 6,315千円

繰延税金資産小計 190,020千円

 評価性引当額 △190,020千円

繰延税金資産合計 －千円

   繰延税金負債(固定) 

    その他有価証券評価差額金      991千円 

     繰延税金負債合計          991千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

  税引前当期純損失のため、記載を省略しておりま

す。

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 法定実効税率 40.0％

 (調整)

 住民税均等割 0.3％

繰延税金資産に対する評価性
 引当額等

40.0％

税効果会計適用後の法人税等
 の負担率

0.3％



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １株当たり当期純利益又は当期純損失及び潜在株式調整後1株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとお

りであります。 

 
  

 (重要な後発事象) 

  該当事項はありません。 

項目

前事業年度
（自平成17年７月１日 

    至平成18年６月30日） 
 

当事業年度 
（自平成18年７月1日 

   至平成19年６月30日） 
 

１株当たり純資産額 34,856円61銭 50,520円55銭

１株当たり当期純利益又は 
１株当たり当期純損失(△)

△30,494円95銭 13,023円21銭

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、希薄化効果

を有している潜在株式が存在しない

こと及び当期純損失が計上されてい

るため記載しておりません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、希薄化効果

を有している潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

 

前事業年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

当事業年度
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△)

△30,494円95銭 13,023円21銭

当期純利益又は当期純損失
(△)(千円)

△1,434,344 635,941

普通株主に帰属しない金額
(千円)

― －

普通株式に係る当期純利益
又は当期純損失(△)(千円)

△1,434,344 635,941

普通株式の期中平均株式数
(株)

47,035.47 48,831.38

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

― －

当期純利益調整額(千円) ― －

普通株式増加数(株) 
（うち新株予約権方式による 
 ストックオプション(株)）

―

(―)
－
(－)

希薄化効果を有しないため、

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益の算定に含めなかっ

た潜在株式の概要

旧商法第280条ノ20ならびに商法第

280条ノ21の規定に基づく新株予約

権 204株

平成14年9月27日

株主総会特別決議

旧商法第280条ノ20ならびに商法第

280条ノ21の規定に基づく新株予約

権 259株

平成15年9月26日

株主総会特別決議

旧商法第280条ノ20ならびに商法第

280条ノ21の規定に基づく新株予約

権 286株

平成16年12月10日

株主総会特別決議

 

 

 

 

 

旧商法第280条ノ20ならびに商法第

280条ノ21の規定に基づく新株予約

権 206株 

平成15年9月26日 

株主総会特別決議 

旧商法第280条ノ20ならびに商法第

280条ノ21の規定に基づく新株予約

権 208株 

平成16年12月10日 

株主総会特別決議



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

 
  

【その他】 

  

 
  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(千円)

(投資有価証券)

 (その他有価証券)

㈱ツーウェイシステム 150 82,500

㈱京都放送 1,400 50,000

   株式会社ベスト電器 53,500 40,018

トランコム㈱ 2,900 5,710

株式会社エルタナ 200 2,000

㈱モール・オブ・ティーヴィー 200 0

計 58,350 180,228

種類及び銘柄 投資口数等(口) 貸借対照表計上額(千円)

(投資有価証券)

 (その他有価証券)

〔証券投資信託の受益証券〕

 エブリワン 7,000 92,946

 エンジェルファンド 1,100 27,702

 日興ＤＷＳ(ライジングトゥモロ
ー)

9,128,644 11,267

 日興グローバルエナジー 1,000 12,810

 日興中小型グロースファンド 19,389,239 18,958

 底力 6,716,517 9,437

〔投資事業有限責任組合出資〕

ジャフコジー九（エー）号 
 投資事業有限責任組合

1 74,551

計 35,243,501 247,673



【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注) １ 当期増加額のうち主なものは次のとおりです。 

  工具器具備品 映像評価システム    7,500千円 

ソフトウエア 基幹システム分割開発 12,150千円 

   ２ 当期減少額のうち主なものは次のとおりです。 

     建物     社宅用建物      51,238千円 

  

【引当金明細表】 

  

 
  

  

資産の種類
前期末残高
(千円)

当期増加額 
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額 
又は償却 

累計額(千円)

当期償却額 
(千円)

差引当期末
残高 
(千円)

有形固定資産

 建物 51,238 2,249 51,238 2,249 347 347 1,902

 車両運搬具 21,548 1,712 7,489 15,771 8,869 2,746 6,902

 工具器具備品 ― 17,873 ― 17,873 1,433 1,433 16,440

 土地 24,056 ― 24,056 ― ― ― ―

有形固定資産計 1,456,753 21,836 82,785 35,895 10,651 4,527 25,244

無形固定資産

 ソフトウェア ― 17,550 ― 17,550 1,787 1,787 15,762

無形固定資産計 ― 17,550 ― 17,550 1,787 1,787 15,762

区分
前期末残高 
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用) 
(千円)

当期減少額
(その他) 
(千円)

当期末残高 
(千円)

貸倒引当金 694 1,700 ― ― 2,394

賞与引当金 4,150 6,750 4,150 ― 6,750

役員賞与引当金 ― 30,000 ― ― 30,000

本社移転損失引当金 ― 8,000 ― ― 8,000

役員退職給与引当金 85,570 ― 18,810 ― 66,760



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

ａ 資産の部 

イ 現金及び預金 

  

 
  

ロ 受取手形 

(イ)相手先別内訳 

  

 
  

(ロ)期日別内訳 

  

 
  

区分 金額(千円)

現金 777

預金の種類

当座預金 5,872

普通預金 888,130

定期預金 230,000

別段預金 470

計 1,124,473

合計 1,125,251

相手先 金額(千円)

イオン株式会社 118,599

株式会社ニッセン 46,278

株式会社ベルーナ 27,643

株式会社ジェイオーディ 8,170

昭和貿易株式会社 6,427

合計 207,120

期日別 金額(千円)

平成19年6月満期 3,730

  〃  ７月 〃 75,791

  〃  ８月 〃  90,431

  〃  ９月 〃  15,160

  〃  10月 〃  22,007

合計 207,120



ハ 売掛金 

(イ)相手先別内訳 

  

 
  

(ロ)売掛金滞留状況 

  

 
(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記「当期発生高」には消費税等が含まれておりま

す。 

  

ニ 商品 

  

 
  

ホ 貯蔵品 

  

 
  

相手先 金額(千円)

イオン株式会社 143,627

ソニーファイナンスインターナショナル株式会社 118,306

トランコム株式会社 91,885

株式会社ＱＶＣ 34,374

株式会社ベルーナ 32,649

株式会社イトーヨーカ堂 31,830

その他 300,608

合計 753,284

期首残高(千円) 
 

(Ａ)

当期発生高(千円)
 

(Ｂ)

当期回収高(千円)
 

(Ｃ)

当期末残高(千円)
 

(Ｄ)
 

回収率(％)

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)

２
(Ｂ)
365

555,279 11,950,652 11,752,647 753,284 93.98 19.98

品目 金額(千円)

家電 210,513

美容 105,640

日用雑貨 33,818

ホビー 29,932

その他 33,437

合計 413,342

品目 金額(千円)

テープ 3,915

その他消耗品 1,189

合計 5,105



ヘ 短期貸付金 

  

 
  

ｂ 負債の部 

イ 買掛金 

  

 
  

ロ 短期借入金 

  

 
  

ハ 未払金 

  

 
  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

区分 金額(千円)

株式会社パルマファイナンシャルサービシーズ 1,000,000

合計 1,000,000

相手先 金額(千円)

スカイライトコーポレーション株式会社 12,692

ツインバード株式会社 11,277

株式会社ＢＭＧジャパン 9,554

株式会社東京テレビランド 8,134

株式会社アイテック 7,473

フェビオン株式会社 7,317

その他 80,277

合計 136,727

区分 金額(千円)

株式会社十六銀行 338,400

株式会社中京銀行 100,000

合計 438,400

区分 金額(千円)

電波料 300,962

販売促進費 74,668

物流費 61,289

その他 141,443

合計 578,364



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
(注) 当社は、旧商法第220条ノ２第１項に規定する端株原簿を作成しております。 

また、当社定款の定めにより、端株主は利益配当金及び旧商法第293条ノ５の規定による金銭の分配(以下「中

間配当」という)を受ける権利並びに新株、転換社債及び新株引受権付社債の引受権を有しております。 

なお、端株主の利益配当金及び中間配当に関する基準日は上記のとおりであります。 

  

  

事業年度 ７月１日から６月30日まで

定時株主総会 ９月中

基準日 ６月30日

株券の種類 １株券及び10株券

剰余金の配当の基準日 12月31日、６月30日

１単元の株式数 ―

株式の名義書換え

  取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部

  株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

  取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 無料

端株の買取り

  取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部

  株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

  取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法
電子公告の方法により行います。ただし、やむを得ない事由により電子公告をするこ
とができない場合には、日本経済新聞に掲載します。 
公告掲載URL http://www.prime-network.co.jp/

株主に対する特典 該当事項なし



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

 
(4) 臨時報告書 

  企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号(主要株主の異動)の規定に基づく臨時報告書を

  平成19年４月12日東海財務局長に提出 

(5) 有価証券届出書及びその添付書類 

  第三者割当増資に伴う新株の発行 平成19年３月28日東海財務局長に提出 

  

(1)
半期報告書の 
訂正報告書

(第11期中)
自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日

平成18年９月27日 
東海財務局長に提出

(2)
有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第11期)

自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日

平成18年９月29日 
東海財務局長に提出

(3)  
 

半期報告書 
 

事業年度 
(第12期中)

自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日

平成19年３月23日 
東海財務局長に提出



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年９月２７日

株式会社プライム 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社プライムの

平成17年７月１日から平成18年６月30日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株

主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社プライ

ム及び連結子会社の平成18年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
  
追記情報 

 １．継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況に記載されているとおり、会社は３期連続の営業損失を計上しており、

継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。連結財務諸表

は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を連結財務諸表には反映していない。 

 ２．会計方針の変更に記載されているとおり、会社は当連結会計年度より「固定資産の減損に係る会計基準」及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」を適用しているが、この変更は同会計基準及び同適用指針が当連結会計年度より適用されること

になったことに伴うものであり、相当と認める。 
  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
  

以  上 
  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 佐 藤   孝 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 渡 邉 泰 宏 

      



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成19年９月26日

株式会社プライム 

取締役会 御中 
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社プライムの平成18年７月１日から平成19年６月30日までの連結会計年度の連結財務諸表、す

なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及

び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社プライム及び連結子会社の平成19年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。 

  

追記情報 

1. 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載されているとおり、会社は当連結

会計年度より制作費支出の会計処理を変更している。 

2. 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載されているとおり、会社は当連結

会計年度より役員賞与に関する会計基準を適用しているため、当該会計基準により連結財務諸表を作

成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

フロンティア監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  藤  井  幸  雄  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  橋  口  貢  一  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管しております。



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年９月２７日

株式会社プライム 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社プライムの

平成17年７月１日から平成18年６月30日までの第11期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計

算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表

に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社プライムの

平成18年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。 

  

追記情報 

 １．継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況に記載されているとおり、会社は３期連続の営業損失を計上しており、

継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。財務諸表は継

続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を財務諸表には反映していない。 

 ２．会計方針の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度より「固定資産の減損に係る会計基準」及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」を適用しているが、この変更は同会計基準及び同適用指針が当事業年度より適用されることになった

ことに伴うものであり、相当と認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 佐 藤   孝 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 渡 邉 泰 宏 

      



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成19年９月26日

株式会社プライム 

取締役会 御中 
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社プライムの平成18年７月１日から平成19年６月30日までの第12期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社プライムの平成19年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

1. 「会計処理の変更」に記載されているとおり、会社は当事業年度より制作費支出の会計処理を変更し

ている。 

2. 「会計処理の変更」に記載されているとおり、会社は当事業年度より役員賞与に関する会計基準を適

用しているため、当該会計基準により財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

フロンティア監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  藤  井  幸  雄  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  橋  口  貢  一  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管しております。
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